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 【表１ アンケート調査項目の構成】 













































































































  属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  ＜モデル１＞ ＜モデル２＞ ＜モデル３＞ ＜モデル４＞ 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .163 .030 ** .141 .031 ** .130 .037 ** .148 .043 ** 
小学校勤務 .086 .030 ** .075 .031 * .068 .037 + .028 .043   
女性 .070 .043   .031 .044   .034 .051   .029 .059   
年齢 -.001 .006   .009 .007   .006 .009   .008 .011   
社会教育主事経験       .026 .051   .006 .058   .065 .077   
教育委員会勤務経験       .054 .030 + .053 .037   .045 .044   
校長としての勤務年数       -.010 .007   -.009 .008   -.018 .010 + 
現任校での校長としての勤務年数       -.006 .015   .000 .018   .012 .021   
自主的サークル・学会等での学習機会       .115 .030 ** .118 .036 ** .127 .043 ** 
書籍等からの知見       .159 .035 ** .155 .043 ** .155 .052 ** 
大学院派遣研修経験       -.008 .051   -.036 .059   -.011 .068   
（独）教員研修センターの研修経験       .042 .031   .057 .036   .052 .043   
教育センター等での長期研修員経験       .033 .039   .022 .047   .027 .057   
学級数             .001 .003   .002 .003   
教育関係者メンター数             -.005 .003   -.005 .004   
家族・地域住民等メンター数             -.004 .005   -.005 .006   
主幹教諭設置             -.036 .043   -.062 .049   
事務職員有用感             .037 .025   .035 .029   
教育長支援有用感             .056 .028 * .036 .033   
学校地域連携                   .019 .055   
地域コーディネーター                   .052 .048   
小中一貫教育                   .046 .045   
定数 3.724 .354   2.961 .417   2.831 .519   2.772 .621   
調整済み R2 0.036   0.082   0.081   0.073   


































































































【表７ キャリア・ステージごとの大学院で特に学ぶべき資質・能力 (上位６項目)】 















































































                            




                   
                       
 
 
                        
 
                  
                           
  
 
                    


























2回 OECD 国際教員指導環境調査の再分析に基づく研究 4が示した「日本の教員の多忙化解消































































                            













登下校の時間の指導・見守り × × × × × × △ × 
欠席児童への連絡 × × ○ ○ × ○ ○ ○ 
朝のホームルーム × ○ ○ × × × ○ ○ 
教材購入の発注・事務処理 × × △ × × × △ × 
成績情報管理 ○ × △ ○ ○ ○ ○ ○ 
教材準備（印刷や物品の準備） ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
課題のある児童生徒への個別指導，補習指導 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
体験活動の運営・準備 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
給食・昼食時間の食育 × × × × × × ○ ○ 
休み時間の指導 ○ × ○ △ × ○ ○ ○ 
校内清掃指導 × × ○ × × × ○ ○ 
運動会，文化祭など ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
運動会，文化祭などの運営・準備 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
進路指導・相談 △ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
健康・保健指導 × × ○ ○ ○ ○ △ ○ 
問題行動を起こした児童生徒への指導 △ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 
カウンセリング，心理的なケア × × ○ ○ ○ × △ × 
授業に含まれないクラブ活動・部活動の指導 △ × ○ △ × △ ○ △ 
児童会・生徒会指導 ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 
教室環境の整理，備品管理 ○ × △ ○ ○ ○ ○ ○ 
学校の運営に関わる業務
校内巡視，安全点検 × × ○ × × ○ △ × 
国や地方自治体の調査・統計への回答 × × △ × × ○ △ × 
文書の受付・保管 × × △ × × ○ △ × 
予算案の作成・執行 × × × × × ○ × × 
施設管理・点検・修繕 × × △ × × × × × 
学納金の徴収 × × ○ × × ○ △ × 
教師の出張に関する書類の作成 × × △ × × ○ × × 
学校広報（ウェブサイト等） × × △ × × ○ ○ × 
児童生徒の転入・転出関係事務 × × ○ × × × △ × 
外部対応に関わる業務家庭訪問 × × ○ × × × ○ △ 
地域行事への協力 ○ ○ △ × ○ × △ △ 
地域のボランティアとの連絡調整 × × △ × × ○ △ × 












































































































































 送付数 有効回収数 有効回収率 
１．小学校 1,216   695 57.2% 
２．中学校   579   366 63.2% 
３．義務教育学校   －    3 － 























調査時期 平成 26 年 11 月 1 日から平成 26
年 12 月末日 
平成 27 年 11 月 1 日から平成 27  


































































































 【表１－２－４ アンケート調査項目の構成】 






























































































































































































































































































































































































































































































































































【表２－１－(ⅱ)－４ 校長，副校長・教頭，事務職員に求められる資質・能力習得の自己評価 (上位５項目)】 




































































































               項目 
因子名 















 （４）国，地方の教育施策に関する知識 .740 .046 -.008 -.104 -.089 
（２８）教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識 .725 -.097 -.038 .086 .015 
 （５）最新の社会情勢・技術革新の動向 .715 .071 -.127 -.084 .006 
（２５）施設管理や会計管理を監督する力 .624 -.062 .094 .076 .002 
（２４）文書処理能力 .582 -.034 .070 .043 .031 
（１１）校内外の情報・データを把握し整理する力 .576 .189 .022 -.056 -.011 
（１）社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 .488 .192 -.031 .092 -.123 
（２３）法令順守を徹底する力 .403 -.055 .085 .184 .110 
（１２）学校のビジョンを構想する力 -.044 .909 .015 -.020 -.087 
（１３）学校のビジョンを周りに説得する力 -.066 .843 -.013 .017 .046 
（１４）カリキュラム・マネジメントを推進する力 .163 .705 -.003 -.060 -.040 
（１０）学校改革をやり抜く精神的強さ .012 .549 -.094 .250 .049 
（１５）学校ビジョン実現のための校務分掌組織設計力 .175 .506 .115 -.116 .135 
（３２）アクティブ・ラーニングの視点の授業改善を進める力 .267 .427 .024 -.028 .005 
（３１）教職員を指導する力 .164 .424 .092 .115 .077 
 （６）学校改革への意欲・使命感 .014 .417 -.002 .273 -.067 
 （９）決断力 -.011 .352 .007 .341 .105 
（２０）事務職員と連携する力 -.035 -.016 .974 .031 -.098 
（２１）養護教諭と連携する力 -.085 -.004 .944 .089 -.090 
（１９）主幹教諭・主任等と連携する力 .056 .049 .767 -.116 .120 
（１８）副校長・教頭と連携する力 .038 -.011 .635 .004 .186 
（３４）地域・保護者と連携・協働する力 -.153 .035 .017 .882 -.025 
（３３）外部からの苦情処理対応能力 -.052 .096 .042 .708 -.019 
（３５）教育委員会と渉外・調整・連携する力 .198 -.077 .117 .623 -.094 
（３６）地域を活性化する学校運営を進める力 .047 .222 -.050 .560 -.098 
 （８）人間愛・教育愛 .056 -.016 .041 .501 .145 
 （７）豊かな人間性 .069 -.052 -.069 .488 .270 
（２７）危機管理能力 .197 .185 -.051 .398 .051 
（１７）教職員の働きやすい環境を作る力 .000 -.048 .032 .008 .873 
（１６）校内の協働的な雰囲気を作る力 -.104 .048 .063 .048 .803 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 
Ⅰ 1.000 .739 .515 .695 .505 
Ⅱ   1.000 .428 .728 .522 
Ⅲ     1.000 .588 .652 
Ⅳ       1.000 .666 














































教育政策実施力 1 .731** .474** .674** .431** 3.78⑤ 0.46 0.85 
ビジョン実現力   1 .468** .762** .508** 3.83④ 0.48 0.90 
補 佐 職 協 働 力     1 .557** .614** 4.13① 0.54 0.91 
外部信頼構築力       1 .597** 3.96③ 0.47 0.87 












































































































































































































項目     
 
因子名 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 
教育参画力 業務遂行力 対人ケア力 実務基礎力 
(12)教育や教育課程に関する知識 .878 -.038 .012 -.095 
(11)所属する自治体の教育行政に関する知識 .846 -.059 -.016 -.062 
 (6)学校経営・学校評価制度に関する知識 .767 -.027 -.007 .043 
(10)地域や関係機関に関する知識 .697 -.186 .176 .021 
 (3)危機管理に関する知識 .624 -.074 .013 .194 
(14)学校教育目標等を踏まえて仕事を遂行する力 .601 .343 .004 -.127 
 (4)施設管理に関する知識 .549 -.086 -.036 .323 
 (9)ＩＣＴに関する知識 .455 -.013 -.025 .155 
 (1)法規などの知識 .439 .183 -.227 .283 
(17)計画的に自分の仕事を進める力 -.203 .851 -.039 .097 
(13)正確・迅速な事務処理能力 -.114 .848 -.053 .123 
(20)臨機応変な対応力 .027 .543 .274 -.011 
(16)学校事務の仕組みを作る力 .262 .471 -.012 .081 
(15)学校全体を見渡し問題を発見し解決する力 .378 .454 .135 -.103 
(19)自分の経験を省察し，生涯学び続ける力 .093 .417 .225 -.031 
(24)教職員や子供を気遣い手助けする力 -.012 -.059 .852 .040 
(21)同僚・児童生徒とのコミュニケーション力 -.140 .080 .752 .097 
(23)教職員を勇気づけ，育てる力 .137 -.022 .715 -.010 
(22)渉外・調整・連携する力 .331 .025 .435 -.003 
 (5)人事・給与・福利厚生等に関する知識 -.125 .187 .066 .700 
 (8)庶務事務に関する知識 .028 .119 .098 .576 
 (2)予算執行に関する知識 .200 .140 -.105 .565 
 (7)就学援助・就学事務に関する知識 .092 -.097 .164 .562 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 
Ⅰ 1.000 .618 .620 .587 
Ⅱ   1.000 .570 .668 
Ⅲ     1.000 .385 












  教育参画力 業務遂行力 対人ケア力 実務基礎力 平均 標準偏差 α係数 
教 育 参 画 力 1 .666** .606** .634** 3.07④ 0.64 0.89 
業 務 遂 行 力   1 .617** .666** 3.68② 0.62 0.86 
対 人 ケ ア 力     1 .480** 3.43③ 0.69 0.84 
















年以内・21 年～30 年以内・31 年以上，4 年～10 年以内＜21 年～30 年以内・31 年以上，11 年～
20年以内＜31 年以上，21 年～30 年以内＜31年以上という結果であった。 
『業務遂行力』については，3年以内＜4年～10年以内・11 年～20年以内・21年～30年以内・
31 年以上，4 年～10 年以内＜・31 年以上，11 年～20 年以内＜31 年以上，21 年～30 年以内＜31
年以上という結果であった。 
『対人ケア力』については，3 年以内＜11 年～20 年以内・21 年～30 年以内・31 年以上，4 年
～10 年以内＜31 年以上，11年～20年以内＜31年以上，21 年～30年以内＜31年以上という結果
を示した。 
『実務基礎力』については，3年以内＜4年～10年以内・11 年～20年以内・21年～30年以内・




                            
10 小学校 884校(64.8%)，中学校 493校(69.8%)，計 1,377校(100%)。 
11 ただし，経験年数が少ない事務職員は小学校に配置される傾向があることから，結果の解釈に当たってはそのことを踏まえ
る必要がある。 
12 男性 541人(39.1%),女性 843人(60.9%),計 1,384人(100%)。 
13 職業的転機とは，「学校事務職員という職業に対する考え方や取組が大きく変化した」ことをいう。「転機有り」788人(64.3％)，
「転機無し」438人(35.7％)，計 1,226人(100％)。 
14 「3 年以内」155 人(11.2%),「4 年～10 年以内」257 人(18.6%),「11 年～20 年以内」209 人(15.1%),「21 年から 30 年以内」
305人(22.0%),「31年以上」459人(33.1%)，計 1,385人(100％)。  
15 標準的職務の通知とは都道府県教育委員会等が事務職員の職務内容について定め通知したもの。「標準的職務の通知有り」610











平均 標準偏差 平均 標準偏差 
業 務 遂 行 力 3.64 0.62 3.74 0.63 2.69 ** 
対 人 ケ ア 力 3.40 0.68 3.50 0.70 2.58 * 
   *p＜.05，**p＜.01 
 




平均 標準偏差 平均 標準偏差 
教 育 参 画 力 3.14 0.66 3.02 0.63 3.52 *** 
対 人 ケ ア 力 3.37 0.73 3.47 0.66 2.64 ** 
  **p＜.01，***＜.001   
 




平均 標準偏差 平均 標準偏差 
教 育 参 画 力 3.12 0.63 2.93 0.66 4.92 *** 
業 務 遂 行 力 3.76 0.62 3.54 0.61 5.92 *** 
対 人 ケ ア 力 3.52 0.69 3.26 0.66 6.31 *** 
実 務 基 礎 力 3.95 0.56 3.71 0.62 6.78 *** 












































































平均 標準偏差 平均 標準偏差   
教 育 参 画 力 3.10 0.63 3.03 0.64 1.93 † 
業 務 遂 行 力 3.72 0.60 3.62 0.64 2.74 ** 
実 務 基 礎 力 3.90 0.58 3.84 0.58 1.93 † 












平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差   
































【表２－２－２ 必要であると自らが考える資質・能力 (上位５項目)】 
 第一位 第二位 第三位 第四位 第五位 
校長 










































































































































































































































とても必要である ある程度必要である どちらともいえない 余り必要でない
45 




































教育政策実施力 1 .706** .498** .653** .403** 4.43⑤ 0.35 0.81 
ビジョン実現力   1 .493** .650** .450** 4.63② 0.33 0.84 
補 佐 職 協 働 力     1 .528** .552** 4.48③ 0.47 0.89 
外部信頼構築力       1 .486** 4.69① 0.29 0.75 


































































































































  教育参画力 業務推進能力 対人ケア力 実務基礎力 平均 標準偏差 α係数 
教 育 参 画 力 1 .628** .624** .556** 4.28④ 0.51 0.88 
業 務 遂 行 力   1 .630** .539** 4.66② 0.38 0.77 
対 人 ケ ア 力     1 .450** 4.30③ 0.59 0.81 
実 務 基 礎 力       1 4.77① 0.34 0.67 


























平均 標準偏差 平均 標準偏差   
教 育 参 画 力 4.21 0.58 4.32 0.46 3.69 *** 
業 務 遂 行 力 4.59 0.45 4.71 0.33 5.02 *** 
対 人 ケ ア 力 4.20 0.69 4.36 0.51 4.78 *** 
実 務 基 礎 力 4.72 0.40 4.80 0.30 4.12 *** 
 ***p＜.001   
 





平均 標準偏差 平均 標準偏差   
教 育 参 画 力 4.31 0.53 4.19 0.48 4.16 *** 
業 務 遂 行 力 4.69 0.38 4.61 0.39 3.35 ** 
対 人 ケ ア 力 4.35 0.60 4.21 0.59 3.96 *** 
実 務 基 礎 力 4.79 0.34 4.73 0.34 2.89 ** 














































平均 標準偏差 平均 標準偏差   
教 育 参 画 力 4.32 0.50 4.23 0.52 3.09 ** 
業 務 遂 行 力 4.69 0.36 4.62 0.42 2.82 ** 
対 人 ケ ア 力 4.32 0.59 4.26 0.59 1.98 * 











下位尺度 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差   
教 育 参 画 力 4.34 0.48 4.32 0.51 4.23 0.54 6.23 ** ①＞③ 
業 務 遂 行 力 4.69 0.35 4.70 0.40 4.62 0.40 5.52 ** ①②＞③ 
対 人 ケ ア 力 4.33 0.58 4.35 0.58 4.25 0.61 3.62 *   

































































































(２７)危機管理能力 95 95⑤ 142① 161① 112② 605 
(１２)学校のビジョンを構想する力 163③ 97④ 98③ 72④ 54⑤ 484 
(９)決断力  98⑤ 122① 116② 70⑤ 53 459 
(７)豊かな人間性 180① 112③ 47 35 38 412 
(１)社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 169② 43 41 52 30 335 
(８)人間愛・教育愛 103④ 114② 60 34 24 335 
(６)学校改革への意欲・使命感 76 86 71⑤ 42 36 311 
(３４)地域・保護者と連携・協働する力 10 23 45 79③ 133① 290 
(１６)校内の協働的な雰囲気を作る力 26 41 76④ 68 70④ 281 
(３１)教職員を指導する力 14 26 47 81② 80③ 248 
(１０)学校改革をやり抜く精神的強さ 22 42 42 31 28 165 
(１７)教職員の働きやすい環境を作る力 12 28 29 54 38 161 
(１３)学校のビジョンを周りに説得する力 10 45 29 30 28 142 
(１４)カリキュラム・マネジメントを推進する力 14 38 34 21 24 131 
(３３)外部からの苦情処理対応能力 4 9 17 20 41 91 
(２９)学校ビジョンの実現に向けた人事を行う力 4 10 18 28 29 89 
(２)勤務する校種の子供・教育・組織に関する知識 18 22 13 18 15 86 
(５)最新の社会情勢・技術革新の動向 9 23 15 12 17 76 
(１５)学校ビジョン実現のための校務分掌組織設計力 5 14 18 20 16 73 
(３)教育課程，教科指導，生徒指導等の専門性 6 19 14 11 9 59 
(３７)９年間を見通した系統的な教育を推進する力 6 7 4 13 26 56 
(３６)地域を活性化する学校運営を進める力 3 2 12 9 29 55 
(３２)アクティブ・ラーニングの視点の授業改善力 3 6 9 21 15 54 
(３５)教育委員会と渉外・調整・連携する力 0 2 6 10 34 52 
(１８)副校長・教頭と連携する力 2 9 13 11 13 48 
(２３)法令順守を徹底する力 1 3 12 14 17 47 
(４)国，地方の教育施策に関する知識 3 6 11 6 12 38 
(３０)教職員の評価・フィードバック力 0 1 6 13 8 28 
(２６)業務改善を進める力 1 4 4 9 4 22 
(１１)校内外の情報・データを把握し整理する力 3 5 2 6 5 21 
(２８)教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識  1 3 4 1 8 17 
(２２)ＳＣ，ＳＳＷ等専門スタッフを生かす力 0 0 2 1 6 9 
(２４)文書処理能力 0 1 1 2 3 7 
(１９)主幹教諭・主任等と連携する力 0 2 0 3 1 6 
(２０)事務職員と連携する力 0 1 0 1 2 4 
(２１)養護教諭と連携する力 0 0 3 0 1 4 


























































































【表２－３－３ 今後特に必要とされる資質・能力 (上位５項目)】 















































































































男性 女性 全体 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
１．２０歳代 26 2.9% 0 0.0% 26 2.5% 
２．３０歳代前半 23 2.5% 1 0.7% 24 2.3% 
３．３０歳代後半 78 8.6% 5 3.5% 83 7.9% 
４．４０歳代前半 228 25.2% 23 16.1% 251 24.0% 
５．４０歳代後半 360 39.9% 62 43.4% 422 40.3% 
６．５０歳代前半 179 19.8% 48 33.6% 227 21.7% 
７．５０歳代後半 9 1.0% 4 2.8% 13 1.2% 















男性 女性 全体 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
１．教諭 328 36.0% 40 28.0% 368 34.9% 
２．主幹教諭 34 3.7% 5 3.5% 39 3.7% 
３．指導教諭 1 0.1% 3 2.1% 4 0.4% 
４．副校長・教頭 317 34.8% 70 49.0% 387 36.7% 
５．教育委員会 203 22.3% 23 16.1% 226 21.4% 
６．教育研究所・センター 20 2.2% 2 1.4% 22 2.1% 
７．その他 8 0.9% 0 0.0% 8 .8% 
合計 911 100.0% 143 100.0% 1,054 100.0% 









男性 女性 全体 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
１．教務主任 182 53.4% 22 55.0% 204 53.5% 
２．研修・研究主任 34 10.0% 5 12.5% 39 10.2% 
３．学年主任 46 13.5% 6 15.0% 52 13.6% 
４．生徒指導主事・主任 37 10.9% 4 10.0% 41 10.8% 
５．進路指導主事 5 1.5% 0 0.0% 5 1.3% 
６．保健主事 3 .9% 2 5.0% 5 1.3% 
７．その他 8 2.3% 0 0.0% 8 2.1% 
８．特にない 26 7.6% 1 2.5% 27 7.1% 
合計 341 100.0% 40 100.0% 381 100.0% 











薦められた」（χ2＝15.63, df＝1, p＜.001）という項目において肯定する回答が多い。 
 
 【表３－１－４ 校長になろうと思い始めたきっかけや理由】 
  きっかけや理由 
男性 女性 全体 
差 
順





577 63.0% 115 79.9% 692 65.3% *** ① 
２．教育委員会（教育研究所・センター 
を含む）勤務を命じられた 
214 23.4% 28 19.4% 242 22.8%   ⑤ 
６．誰かが学校管理職を引き受けなけれ 
ばと思った 
181 19.8% 24 16.7% 205 19.3%     
１２．管理職志望者が少なく断りきれな 
かった 





203 22.2% 39 27.1% 242 22.8%   ⑤ 
４．主幹教諭・指導教諭を経験すること 
で学校運営の面白さを感じた 
35 3.8% 9 6.2% 44 4.2%     
５．理想となる学校管理職に出会った 270 29.5% 52 36.1% 322 30.4%   ③ 
７．自分の理想の学校を創りたいと 
思った 
416 45.4% 55 38.2% 471 44.4%   ② 
８．自分の教育実践を広げたいと思った 272 29.7% 39 27.1% 311 29.3%   ④ 
９．地区の教育の発展に貢献したいと 
思った 
178 19.4% 21 14.6% 199 18.8%     
１０．今までやったことのない学校の 
全ての仕事を経験したいと思った 
103 11.2% 25 17.4% 128 12.1%    
１１．後輩教師のモデルとなり，若い 
教師を育てたいと思った 
121 13.2% 23 16.0% 144 13.6%     








































































































































































































































































(６)前任の校長からの指導・支援 3.57 0.95 ＜ 3.76 0.89 2.23 ＊ 
(９)養護教諭との協働 3.71 0.77 ＜ 3.93 0.74 3.25 ＊＊ 
(１０)主任としての経験 4.12 0.69 ＜ 4.31 0.75 2.70 ＊＊ 
(１１)教育委員会・教育センター等での勤務経験 4.58 0.66 ＜ 4.74 0.53 2.24 ＊ 
(１２)教員としての経験 4.53 0.59 ＜ 4.68 0.50 3.24 ＊＊ 
(１５)校長になる前の行政研修 3.84 0.81 ＜ 4.01 0.71 2.20 ＊ 
(１６)校長になった後の行政研修 3.78 0.71 ＜ 3.99 0.63 2.89 ＊＊ 
(１７)自主的なサークル・学会等での学習 3.74 0.80 ＜ 4.04 0.80 3.86 ＊＊＊ 
(１８)実践報告・実践論文の執筆 3.55 0.79 ＜ 3.86 0.77 4.18 ＊＊＊ 
(１９)書籍等からの知見 3.86 0.70 ＜ 4.03 0.65 2.76 ＊＊ 
(２０)国・地方の教育行政施策の文書 3.58 0.76 ＜ 3.78 0.62 3.54 ＊＊＊ 
(２２)校長会の活動 3.95 0.77 ＜ 4.14 0.69 2.76 ＊＊ 
(２３)他校視察 3.83 0.69 ＜ 4.03 0.59 3.55 ＊＊＊ 
(２４)校長向けの実務マニュアル 3.43 0.75 ＜ 3.56 0.64 2.10 ＊ 
(２７)校長としての日々の実践 4.37 0.62 ＜ 4.57 0.51 4.22 ＊＊＊ 
(２８)校長としての仕事の振り返り 4.16 0.64 ＜ 4.36 0.56 3.48 ＊＊ 


















【表３－２－３ 成長のための有益な機会 (上位５項目)】 
















































































 因子名      
     項目 













（２５）ソーシャルメディアでの情報共有 .847 .003 -.056 -.086 .031 -.009 
（２４）校長向けの実務マニュアル .820 -.063 .013 .023 -.070 -.037 
（２６）公的な人事評価 .626 .044 -.029 .044 -.015 .039 
（２３）他校視察 .369 .043 .132 .039 .123 .012 
（９）養護教諭との協働 .008 .946 -.021 -.026 -.016 -.018 
（８）学校事務職員との協働 -.022 .805 .018 .037 .019 .014 
（３０）（独）国立特別支援教育総合研究所の研修 -.005 -.005 .660 .069 -.108 -.054 
（２９）（独）教員研修センターの研修 .064 -.004 .582 -.007 -.025 .019 
（３１）教育センター等での長期研修員としての経験 .018 .031 .551 -.076 -.027 .075 
（２１）大学院派遣研修 -.147 -.044 .449 -.035 .234 -.022 
（４）校長になってからの教育委員会からの指導・支援 -.025 .027 .038 .837 -.050 -.002 
（３）副校長・教頭の頃の教育委員会からの指導・支援 .016 -.018 -.060 .765 .043 -.008 
（１７）自主的なサークル・学会等での学習 -.049 -.040 -.047 .019 .771 -.011 
（１８）実践報告・実践論文の執筆 .015 .046 -.025 -.039 .702 .022 
（１９）書籍等からの知見 .155 .023 .136 .025 .407 -.049 
（１５）校長になる前の行政研修 -.032 .003 .005 -.043 -.037 1.038 
（１６）校長になった後の行政研修 .112 -.027 .005 .168 .119 .387 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 
Ⅰ 1.000 .417 .393 .532 .530 .392 
Ⅱ   1.000 .289 .365 .410 .262 
Ⅲ     1.000 .278 .520 .317 
Ⅳ       1.000 0.342 .381 
Ⅴ         1.000 .398 






























平均 標準偏差 α係数 
情 報 共 有 1 .347** .601** .435** .479** .424** 3.49 0.56 0.79 
少 数 職 協 働   1 .356** .301** .359** .280** 3.75 0.72 0.87 
推 薦 研 修     1 .492** .608** .508** 3.41 0.58 0.77 
教育委員会の支援       1 .278** .429** 3.76 0.73 0.78 
自 己 研 修         1 .419** 3.78 0.62 0.74 


















男性 女性 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
有 り 797 88.7% 134 94.4% 931 89.4% 
無 し 102 11.3% 8 5.6% 110 10.6% 



















































【表３－４－４ キャリア・ステージごとの大学院で特に学ぶべき資質・能力 (上位６項目)】 






















































































 第一位 第二位 第三位 第四位 第五位 全体 
（３）教育課程，教科指導，生徒指導等の専門性 271 126 74 42 33 546 
（３２）アクティブ・ラーニングの視点の授業改善力 104 107 93 111 103 518 
（１４）カリキュラム・マネジメントを推進する力 110 93 99 69 31 402 
（３１）教職員を指導する力 52 47 62 68 83 312 
（１６）校内の協働的な雰囲気を作る力 31 55 79 67 70 302 
（２７）危機管理能力 45 33 52 67 77 274 
（１１）校内外の情報・データを把握し整理する力 19 58 67 58 45 247 
（３７）９年間を見通した系統的な教育を推進する力 17 25 45 37 60 184 
（３４）地域・保護者と連携・協働する力 2 14 29 58 74 177 
（２８）教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識  12 23 31 46 59 171 
（２）勤務する校種の子供・教育・組織に関する知識 56 42 25 27 13 163 
（１８）副校長・教頭と連携する力 16 36 44 32 34 162 
（４）国，地方の教育施策に関する知識 27 61 30 23 19 160 
（７）豊かな人間性 61 34 22 15 19 151 
（２４）文書処理能力 2 13 34 52 49 150 
（１）社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 81 22 18 15 9 145 
（６）学校改革への意欲・使命感 28 44 22 22 20 136 
（１２）学校のビジョンを構想する力 38 32 34 15 14 133 
（３３）外部からの苦情処理対応能力 5 12 14 33 44 108 
（５）最新の社会情勢・技術革新の動向 16 25 38 14 14 107 
（１５）学校ビジョン実現のための校務分掌組織設計力 7 23 20 32 19 101 
（８）人間愛・教育愛 16 38 16 13 17 100 
（２６）業務改善を進める力 9 12 19 26 25 91 
（１７）教職員の働きやすい環境を作る力 6 10 12 22 17 67 
（２２）ＳＣ，ＳＳＷ等専門スタッフを生かす力 0 6 8 15 17 46 
（２３）法令順守を徹底する力 3 8 8 13 14 46 
（１３）学校のビジョンを周りに説得する力 6 15 14 6 1 42 
（９）決断力  3 13 8 3 11 38 
（１０）学校改革をやり抜く精神的強さ 4 6 5 8 10 33 
（３０）教職員の評価・フィードバック力 0 6 9 11 4 30 
（３６）地域を活性化する学校運営を進める力 2 2 4 5 16 29 
（１９）主幹教諭・主任等と連携する力 0 2 6 8 4 20 
（３５）教育委員会と渉外・調整・連携する力 0 1 2 2 8 13 
（２５）施設管理や会計管理を監督する力 0 3 1 4 3 11 
（２０）事務職員と連携する力 0 1 3 1 2 7 
（２９）学校ビジョンの実現に向けた人事を行う力 1 0 1 2 3 7 






 第一位 第二位 第三位 第四位 第五位 全体 
（２７）危機管理能力 141 83 115 112 98 549 
（１２）学校のビジョンを構想する力 125 88 51 45 28 337 
（３１）教職員を指導する力 52 61 54 76 91 334 
（１６）校内の協働的な雰囲気を作る力 49 64 69 74 58 314 
（３４）地域・保護者と連携・協働する力 21 42 58 83 95 299 
（１４）カリキュラム・マネジメントを推進する力 56 64 74 53 43 290 
（３３）外部からの苦情処理対応能力 17 42 56 75 98 288 
（１５）学校ビジョン実現のための校務分掌組織設計力 31 49 53 51 33 217 
（１７）教職員の働きやすい環境を作る力 22 41 40 40 45 188 
（１）社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 118 25 20 10 7 180 
（６）学校改革への意欲・使命感 60 59 31 14 9 173 
（４）国，地方の教育施策に関する知識 57 43 28 19 18 165 
（１１）校内外の情報・データを把握し整理する力 34 38 42 23 17 154 
（２８）教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識  11 24 24 38 45 142 
（１３）学校のビジョンを周りに説得する力 24 42 33 21 17 137 
（２４）文書処理能力 13 16 33 31 33 126 
（７）豊かな人間性 51 20 22 8 12 113 
（１９）主幹教諭・主任等と連携する力 10 20 28 22 18 98 
（２５）施設管理や会計管理を監督する力 8 5 22 34 25 94 
（９）決断力  19 28 20 12 14 93 
（３０）教職員の評価・フィードバック力 4 13 14 25 27 83 
（２６）業務改善を進める力 6 16 19 20 21 82 
（５）最新の社会情勢・技術革新の動向 19 22 12 13 15 81 
（１０）学校改革をやり抜く精神的強さ 11 29 13 15 13 81 
（２３）法令順守を徹底する力 4 16 21 19 19 79 
（３）教育課程，教科指導，生徒指導等の専門性 22 16 17 13 8 76 
（３６）地域を活性化する学校運営を進める力 2 6 17 14 33 72 
（２）勤務する校種の子供・教育・組織に関する知識 29 18 9 3 4 63 
（３２）アクティブ・ラーニングの視点の授業改善力 6 7 13 18 18 62 
（８）人間愛・教育愛 16 23 6 6 3 54 
（３５）教育委員会と渉外・調整・連携する力 2 8 4 9 29 52 
（３７）９年間を見通した系統的な教育を推進する力 6 2 9 12 18 47 
（２２）ＳＣ，ＳＳＷ等専門スタッフを生かす力 0 8 8 10 11 37 
（２９）学校ビジョンの実現に向けた人事を行う力 0 4 5 8 10 27 
（２０）事務職員と連携する力 0 4 3 15 4 26 
（１８）副校長・教頭と連携する力 2 2 2 3 2 11 






 第一位 第二位 第三位 第四位 第五位 合計 
（１２）学校のビジョンを構想する力 265 142 118 87 28 640 
（２７）危機管理能力 106 85 128 138 127 584 
（１）社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 213 38 23 24 22 320 
（１４）カリキュラム・マネジメントを推進する力 37 89 88 56 44 314 
（９）決断力  61 49 73 35 31 249 
（４）国，地方の教育施策に関する知識 52 74 44 35 30 235 
（６）学校改革への意欲・使命感 50 87 47 23 21 228 
（１５）学校ビジョン実現のための校務分掌組織設計力 11 48 48 54 39 200 
（３１）教職員を指導する力 13 22 40 50 62 187 
（１３）学校のビジョンを周りに説得する力 11 76 42 35 22 186 
（３４）地域・保護者と連携・協働する力 4 22 26 53 65 170 
（３６）地域を活性化する学校運営を進める力 9 12 21 43 68 153 
（５）最新の社会情勢・技術革新の動向 17 41 39 26 24 147 
（７）豊かな人間性 69 33 19 11 14 146 
（１６）校内の協働的な雰囲気を作る力 15 20 33 38 31 137 
（１０）学校改革をやり抜く精神的強さ 27 31 28 22 19 127 
（３３）外部からの苦情処理対応能力 3 14 16 27 57 117 
（３０）教職員の評価・フィードバック力 5 7 26 35 41 114 
（２９）学校ビジョンの実現に向けた人事を行う力 3 14 30 23 37 107 
（３７）９年間を見通した系統的な教育を推進する力 7 6 18 28 48 107 
（１７）教職員の働きやすい環境を作る力 8 13 19 38 27 105 
（８）人間愛・教育愛 22 40 17 10 6 95 
（３２）アクティブ・ラーニングの視点の授業改善力 5 5 14 31 26 81 
（３５）教育委員会と渉外・調整・連携する力 2 7 4 19 38 70 
（２８）教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識  2 7 12 23 19 63 
（２６）業務改善を進める力 5 3 8 24 16 56 
（１１）校内外の情報・データを把握し整理する力 7 7 20 11 9 54 
（２）勤務する校種の子供・教育・組織に関する知識 8 23 9 3 10 53 
（２３）法令順守を徹底する力 2 6 14 12 16 50 
（１８）副校長・教頭と連携する力 2 10 10 10 14 46 
（３）教育課程，教科指導，生徒指導等の専門性 8 11 6 5 9 39 
（２２）ＳＣ，ＳＳＷ等専門スタッフを生かす力 0 3 2 8 9 22 
（２５）施設管理や会計管理を監督する力 0 1 3 3 4 11 
（２４）文書処理能力 0 0 0 2 4 6 
（２０）事務職員と連携する力 0 0 0 2 3 5 
（１９）主幹教諭・主任等と連携する力 0 1 2 0 1 4 










長・教頭 である。Ａ市には公立小学校 100校，公立中学校 49校が設置されている。調査は，2015

















































































































































































































































項目               (因子名) 











.879 .014 .011 -.178 
(１０)保護者や地域住民とともに，地域で育む子供像について話し
合い，合意形成を図ることができた 
.753 -.054 -.088 .112 
(１２)保護者や地域住民の協力を得て，授業や行事を充実させるこ
とができた 
.700 -.065 .109 -.087 
(１５)学校を核とした地域づくりに貢献することができた .613 .030 -.112 .187 
(１４)ＰＴＡ運営委員会等の保護者や地域住民との会議では指導力
を発揮できた 
.493 .129 .100 .084 
(２)アクティブ・ラーニングの視点を踏まえた授業改善を進めるこ
とができた 
-.080 .858 -.045 -.133 
(３)カリキュラム開発をリードできた -.029 .573 -.095 .254 
(４)教師が積極的に授業の改善を行うように，刺激を与えることが
できた 
.041 .517 .201 -.043 
(１)社会の変化を踏まえた学校ビジョンを打ち出すことができた .108 .512 .020 .003 
(５)いじめ・不登校などの生徒指導上の課題対応に向けた組織体制
を構築できた 
-.024 -.028 .832 .007 
(６)特別支援教育の課題対応に向けた組織体制を構築できた .024 .027 .533 .113 
(７)貧困な家庭の子供の学力向上に向けた組織体制を構築できた -.044 -.089 .035 .768 
(８)多様な専門性を持った職員を有機的に結び付ける仕組みを作る
ことができた 
.039 .062 .077 .605 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 
Ⅰ  1.000 .522 .506 .563 
Ⅱ   1.000 .520 .564 
Ⅲ     1.000 .488 
Ⅳ       1.000 























  地域協働 授業改善 生徒指導 多様性対応 平均 標準偏差 α係数 
地 域 協 働 1 .446** .412** .448** 3.73② 0.58 0.83 
授 業 改 善   1 .409** .426** 3.57③ 0.55 0.73 
生 徒 指 導     1 .402** 3.95① 0.58 0.66 





















































































































































































































































             因子名 
項目 











（７）能力が発揮できる .826 -.040 -.044 .024 .000 
（４）主体性が発揮できる .813 -.036 -.010 -.064 -.014 
（２）仕事の達成感がある .802 -.035 .090 -.067 -.023 
（１）校長という仕事そのもの .790 .012 .022 -.055 .008 
（５）責任ある仕事が任されている .747 .028 -.049 -.096 .035 
（６）権限が与えられている .635 -.047 -.107 .150 .035 
（３）認められ，感謝される .622 .056 .098 .008 -.043 
（８）仕事を通じて成長できる .584 .076 -.030 .099 -.003 
（１４）養護教諭との関係 -.084 .882 -.001 -.036 -.037 
（１３）事務職員との関係 -.030 .814 -.020 -.030 -.038 
（１２）校外の他の校長との関係 .015 .549 -.023 .055 .074 
（１１）副校長・教頭との関係 .054 .547 -.074 .036 .048 
（１５）教員集団との関係 .175 .516 .130 -.009 .038 
（２３）学校の落ち着き -.089 -.069 .914 .011 .042 
（２４）児童生徒の成長 .015 .013 .834 -.066 -.011 
（２２）学校の評判 .101 .030 .611 .105 -.014 
（２１）年次有給休暇取得 -.101 .045 .009 .859 -.085 
（２０）給与・処遇面 -.003 -.074 -.016 .535 .180 
（９）職業と個人生活のバランス .277 .016 .049 .453 -.050 
（１９）教育長のリーダーシップ -.023 -.019 .042 -.008 .780 
（１８）教育委員会の支援 .031 .078 -.020 .029 .692 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 
Ⅰ 1.000 .516 .504 .394 .450 
Ⅱ   1.000 .352 .336 .474 
Ⅲ     1.000 .273 .288 
Ⅳ       1.000 .395 































平均 標準偏差 α係数 
仕事関連満足 1 .464** .442** .380** .383** 4.01③ 0.55 0.90 
関 係 性 満 足   1 .300** .298** .411** 4.16① 0.52 0.81 
学校状態満足     1 .268** .259** 4.03② 0.64 0.83 
勤務条件満足       1 .332** 3.10⑤ 0.77 0.65 




























































































































因子で 11 項目の全分散を説明する割合は 61.2%であった。 
 
【表５－１－６ 職務満足度の因子分析結果（プロマックス回転後の因子パターン）】 
項目                        因子名 
Ⅰ Ⅱ 
仕事関連満足 生活関連満足 
(5)責任が任されているという観点 .838 -.044 
(4)主体性が発揮できるという観点 .823 -.060 
(2)達成感があるという観点 .792 -.035 
(7)能力が発揮できるという観点 .791 -.005 
(6)権限が与えられているという観点 .714 -.060 
(1)仕事そのものという観点 .684 .068 
(8)仕事を通じて成長できるという観点 .680 .072 
(3)認められ感謝されるという観点 .643 .173 
(10)男女平等という観点 -.073 .666 
(12)職場の雰囲気という観点 .124 .576 
(9)職業と個人生活のバランスという観点 -.030 .529 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ 1.000  .591 





















  仕事関連満足 生活関連満足 平均 標準偏差 α係数 
仕 事 関 連 満 足 1 .436** 3.61 0.72 0.91 
生 活 関 連 満 足   1 3.79 0.72 0.61 






















平均 標準偏差 平均 標準偏差   
仕 事 関 連 満 足 3.55 0.79 3.65 0.67 2.35 * 
 *p＜.05   
 





平均 標準偏差 平均 標準偏差   
仕 事 関 連 満 足 3.67 0.72 3.51 0.69 3.89 *** 
 ***p＜.001   
 





平均 標準偏差 平均 標準偏差   
仕 事 関 連 満 足 3.64 0.72 3.54 0.73 2.16 *** 


































3.66 0.73 3.54 0.77 3.56 0.78 3.55 0.66 3.69 0.70 2.80 * 
生活関連 
満足 


















































小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
有 り 140 21.1% 102 29.1% 242 23.9% 
無 し 524 78.9% 248 70.9% 772 76.1% 





小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
１．一人 90 65.2% 61 59.8% 151 62.9% 
２．二人 31 22.5% 15 14.7% 46 19.2% 
３．三人 6 4.3% 15 14.7% 21 8.8% 
４．四人 11 8.0% 5 4.9% 16 6.7% 
５．五人 0 0% 4 3.9% 4 1.7% 
６．六人 0 0% 2 2.0% 2 0.8% 























































































































                   因子名      
項目 









.871 -.185 .113 
(７)担当する校務における課題について迅速に対応してくれている .771 -.048 .054 
(２)校長の学校経営ビジョンに沿って動いてくれている .714 .157 -.061 
(４)校長の考えや方向性を他の教職員に分かりやすく説明してくれている .636 .135 .119 
(１)学校全体を見渡しながら仕事をしてくれている .611 .284 -.107 
(６)学校全体の動きの中で進んでいないところを率先してフォローして 
くれている 
.602 .220 .021 
(５)副校長・教頭を補佐し，教頭の業務負担の軽減を図ってくれている .447 .346 .024 
(１１)学校の顔として，地域との連携・協働に努めてくれている .044 .743 .028 
(１０)生徒指導など緊急事案に迅速に対応してくれている -.032 .684 .075 
(８)教職員の抱える職務上の悩みを把握し，適切な指導や助言を行って 
くれている 
.011 .005 .988 
(９)教職員の人材育成に貢献してくれている .127 .293 .452 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ 1.000 .802 .698 
Ⅱ   1.000 .689 
Ⅲ      1.000 
 
【表６－１－５ 勤務校における主幹教諭の行動の下位尺度間相関と平均，標準偏差，α係数】 
  経営補佐 業務遂行 人材育成 平均 標準偏差 α係数 
経 営 補 佐 1 .709** .745** 3.81 0.71 0.92 
業 務 遂 行   1 .662** 3.67 0.82 0.73 











平均 標準偏差 平均 標準偏差   
経 営 補 佐 3.85 0.72 3.76 0.70 0.92   
業 務 遂 行 3.70 0.82 3.63 0.82 0.66   
人 材 育 成 3.72 0.78 3.51 0.80 1.99 * 










小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
有 り 655 94.2% 352 96.2% 1,007 94.9% 
無 し 40 5.8% 14 3.8% 54 5.1% 





小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
１．一人 599 94.6% 286 83.9% 885 90.9% 
２．二人 33 5.2% 55 16.1% 88 9.0% 
３．三人 1 0.2% 0 0.0% 1 0.1% 













小学校 中学校 合計 







































４.11 年～20 年以内 
５.21 年～30 年以内 
６.31 年以上 






































































































































（１１）校長の学校経営ビジョンに沿って動いてくれている .852 .031 
（１２）行政職員として校長・副校長・教頭に適切に情報提供・具申をしてくれている .806 .034 
（１０）学校全体を見渡しながら仕事をしてくれている .781 .131 
（１３）校長の考えや方向性を他の教職員に分かりやすく説明してくれている .654 .160 
（５）教員の働きやすい環境整備に貢献してくれている .502 .373 
（６）教職員や保護者と積極的に関わってくれている .086 .829 
（９）保護者・地域との信頼の向上において貢献してくれている .133 .780 
（８）教職員間の良好なコミュニケーションに貢献してくれている .137 .749 
（１）子供や行事に積極的に関わってくれている .016 .736 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ 1.000 .815 









  戦略的行動 積極的行動 平均 標準偏差 α係数 
戦 略 的 行 動 1 .825** 3.86 0.78 0.92 



















平均 標準偏差 平均 標準偏差   
戦 略 的 行 動 3.81 0.79 3.96 0.73 3.05  ** 
積 極 的 行 動 3.86 0.84 3.87 0.81 0.32  





















































































小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
行政職員として学校教育及び運営上の 
課題解決に貢献する学校事務職 
445 54.9% 271 59.6% 716 56.6% 
学校にいる職員として教職員や子供を 
気遣い手助けする学校事務職員 
365 45.1% 184 40.4% 549 43.4% 












小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
行政職員として学校教育及び運営上の 
課題解決に貢献する学校事務職 
394 48.2% 269 59.4% 663 52.2% 
学校にいる職員として教職員や子供を 
気遣い手助けする学校事務職員 
424 51.8% 184 40.6% 608 47.8% 















小学校 中学校 合計 
度数 割合 度数 割合 度数 割合 
水平関係 122 14.1% 88 18.0% 210 15.5% 
どちらかといえば水平関係 410 47.4% 226 46.3% 636 47.0% 
どちらかといえば垂直関係 233 26.9% 138 28.3% 371 27.4% 
垂直関係 100 11.6% 36 7.4% 136 10.1% 
























































































































































                   因子名      
項目 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
学校支援 教育支援 学校管理 
(９)学校裁量の拡大に努めてくれている .857 .090 -.121 
(８)打ち出した学校のビジョンを尊重してくれている .766 .053 -.007 
(２)保護者や地域社会に対して，学校側や児童生徒の利益に配慮した上
で，適切に対応してくれている 
.547 -.055 .383 
(１)各学校の予算要求を汲み取ってくれている .532 -.079 .258 
(６)カリキュラムに関する豊富な知識を生かして学校改善について示唆を
与えてくれている 
.014 .887 .050 
(７)授業力量の向上に向けて教員に示唆を与えてくれている .044 .756 .072 
(４)地区内の学校に対して明確な管理方針を示してくれている .020 .134 .712 
(３)地域社会に対する教育情報の発信に力を注いでくれている .127 .043 .666 
(５)法や規則に対する詳しい知識に基づいて仕事を進めてくれている -.035 .255 .609 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ 1.000 .611 .747 
Ⅱ 0.611 1.000 .739 










  学校支援 教育支援 学校管理 平均 標準偏差 α係数 
学 校 支 援 1 .609** .712** 3.83② 0.67 0.86 
教 育 支 援   1 .730** 3.67③ 0.85 0.88 

















平均 標準偏差 平均 標準偏差   
学 校 支 援 3.97 0.64 3.76 0.68 4.89 *** 
教 育 支 援 3.73 0.89 3.64 0.83 1.52  
学 校 管 理 4.04 0.67 3.89 0.71 3.41 ** 


























































4. 抽出語・共起ネットワーク化 【図７－１－４】に結果を記載。 
5. 抽出語数・共起ネットワーク化 サブグラフ検出(媒介) 【図７－１－５】に結果を記載。 
6. ＫＷＩＣコンコーダンスによる探索 （本稿では割愛）。 





総抽出語数(使用)   14.292(6.845) 
異なり語数(使用)   1.674(1.372) 
   
文書の単純集計  
集計単位 ケース数  
文 2.007  
段落 805  







抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数
No.1 向上 207 No.50 図る 20 No.100 小中 10
No.2 教員 196 No.51 体制 20 No.101 生活 10
No.3 教職員 149 No.52 ビジョン 19 No.102 多様 10
No.4 学校 121 No.53 確保 19 No.103 低い 10
No.5 職員 121 No.54 教師 19 No.104 複式 10
No.6 指導 115 No.55 増加 19 No.105 力 10
No.7 改革 100 No.56 登校 19 No.106 カリキュラム 9
No.8 教育 96 No.57 人 18 No.107 一貫 9
No.9 授業 95 No.58 伴う 18 No.108 学年 9
No.10 学力 93 No.59 ミドル 17 No.109 教科 9
No.11 意識 91 No.60 解消 17 No.110 傾向 9
No.12 育成 84 No.61 管理 17 No.111 構築 9
No.13 保護 73 No.62 教頭 17 No.112 高い 9
No.14 改善 70 No.63 特に 16 No.113 自分 9
No.15 対応 68 No.64 バランス 15 No.114 実施 9
No.16 課題 66 No.65 環境 15 No.115 取組 9
No.17 生徒 66 No.66 向ける 15 No.116 重要 9
No.18 地域 62 No.67 構成 15 No.117 小中 9
No.19 児童 59 No.68 高める 15 No.118 状況 9
No.20 資質 54 No.69 負担 15 No.119 大きい 9
No.21 多い 46 No.70 感じる 14 No.120 貧困 9
No.22 支援 45 No.71 勤務 14 No.121 チーム 8
No.23 学級 43 No.72 仕事 14 No.122 危機 8
No.24 校長 43 No.73 信頼 14 No.123 共有 8
No.25 人材 43 No.74 統合 14 No.124 質 8
No.26 若手 42 No.75 力量 14 No.125 社会 8
No.27 必要 41 No.76 ベテラン 13 No.126 若年 8
No.28 連携 38 No.77 運営 13 No.127 障害 8
No.29 子ども 37 No.78 業務 13 No.128 新しい 8
No.30 人事 34 No.79 経験 13 No.129 親 8
No.31 家庭 33 No.80 充実 13 No.130 増える 8
No.32 多忙 33 No.81 小規模 13 No.131 得る 8
No.33 特別 32 No.82 難しい 13 No.132 部 8
No.34 理解 30 No.83 関係 12 No.133 要領 8
No.35 時間 29 No.84 含める 12 No.134 メンタル 7
No.36 配置 27 No.85 協力 12 No.135 軽減 7
No.37 不足 27 No.86 実践 12 No.136 校内 7
No.38 活動 26 No.87 対策 12 No.137 行う 7
No.39 能力 26 No.88 発達 12 No.138 行動 7
No.40 組織 25 No.89 教諭 11 No.139 困難 7
No.41 減少 24 No.90 現状 11 No.140 視点 7
No.42 少ない 24 No.91 思う 11 No.141 次 7
No.43 進める 24 No.92 少子化 11 No.142 主体 7
No.44 推進 24 No.93 低下 11 No.143 人間 7
No.45 予算 24 No.94 年齢 11 No.144 退職 7
No.46 リーダー 23 No.95 異動 10 No.145 担任 7
No.47 意欲 23 No.96 共通 10 No.146 評価 7
No.48 問題 22 No.97 研修 10 No.147 方針 7
No.49 学習 20 No.98 考える 10 No.148 スクール 6























































※1 抽出語・共起ネットワーク化 描画数 60 Jaccard係数 0.111以上 
※2 Jaccard係数は一つの文の中で語が同時に出現する確率を示したものである。 
































































前半，50 歳代後半を 0とする。 
小学校勤務（ダミー変数） 
（質問 21-1）勤務校の校種が小学校の場合を 1，それ以外を 0
とする。 
女性校長（ダミー変数） （質問 22-1）性別が女性の場合を 1，それ以外を 0とする。 





が当てはまる場合を 1，そうでない場合を 0とする。 
教育委員会勤務経験（ダミー変数） 
（質問 22-6）現在まで経験した勤務場所等について，教育委員
会が当てはまる場合を 1，そうでない場合を 0 とする。 







































































変数名 度数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 
教育政策実施力 1,050 3.78 0.46 1.38 5 
ビジョン実現力 1,058 3.83 0.48 1.11 5 
地域協働 1,060 3.73 0.58 1.40 5 
授業改善 1,063 3.57 0.55 1 5 
仕事関連満足 1,053 4.01 0.55 1.25 5 
勤務条件 1,058 3.10 0.77 1 5 
40 代前半までに校長志望 1,051 0.37 0.48 0 1 
小学校勤務（ダミー変数） 1,064 0.65 0.48 0 1 
女性校長（ダミー変数） 1,060 0.14 0.34 0 1 
年齢 1,059 57.13 2.30 46 63 
社会教育主事経験（ダミー変数） 1,065 0.10 0.30 0 1 
教育委員会勤務経験（ダミー変数） 1,065 0.50 0.50 0 1 
校長としての勤務年数 1,062 4.24 2.78 1 18 
現任校での校長としての勤務年数 1,058 2.07 1.05 1 6 
自主的サークル・学会等での学習機会（ダミー変数） 1,058 0.52 0.50 0 1 
書籍等からの知見（ダミー変数） 1,060 0.76 0.43 0 1 
大学院派遣研修経験（ダミー変数） 1,038 0.09 0.29 0 1 
（独）教員研修センターの研修経験（ダミー変数） 1,045 0.36 0.48 0 1 
教育センター等での長期研修員経験（ダミー変数） 1,035 0.17 0.37 0 1 
学級数 1,044 12.86 7.29 0 61 
教育関係者メンター数 927 7.10 7.09 0 70 
家族・地域住民等メンター数 882 3.82 4.81 0 50 
主幹教諭設置（ダミー変数） 1,016 0.24 0.43 0 1 
事務職員有用感 999 3.97 0.74 1.08 5 
教育長支援有用感 1,051 3.83 0.64 1.44 5 
学校支援地域本部（ダミー変数） 1,057 0.18 0.38 0 1 
地域コーディネーター（ダミー変数） 1,056 0.29 0.46 0 1 




















































  属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  ＜モデル１＞ ＜モデル２＞ ＜モデル３＞ ＜モデル４＞ 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .163 .030 ** .141 .031 ** .130 .037 ** .148 .043 ** 
小学校勤務 .086 .030 ** .075 .031 * .068 .037 + .028 .043   
女性 .070 .043   .031 .044   .034 .051   .029 .059   
年齢 -.001 .006   .009 .007   .006 .009   .008 .011   
社会教育主事経験       .026 .051   .006 .058   .065 .077   
教育委員会勤務経験       .054 .030 + .053 .037   .045 .044   
校長としての勤務年数       -.010 .007   -.009 .008   -.018 .010 + 
現任校での校長としての勤務年数       -.006 .015   .000 .018   .012 .021   
自主的サークル・学会等での学習機会       .115 .030 ** .118 .036 ** .127 .043 ** 
書籍等からの知見       .159 .035 ** .155 .043 ** .155 .052 ** 
大学院派遣研修経験       -.008 .051   -.036 .059   -.011 .068   
（独）教員研修センターの研修経験       .042 .031   .057 .036   .052 .043   
教育センター等での長期研修員経験       .033 .039   .022 .047   .027 .057   
学級数             .001 .003   .002 .003   
教育関係者メンター数             -.005 .003   -.005 .004   
家族・地域住民等メンター数             -.004 .005   -.005 .006   
主幹教諭設置             -.036 .043   -.062 .049   
事務職員有用感             .037 .025   .035 .029   
教育長支援有用感             .056 .028 * .036 .033   
学校地域連携                   .019 .055   
地域コーディネーター                   .052 .048   
小中一貫教育                   .046 .045   
定数 3.724 .354   2.961 .417   2.831 .519   2.772 .621   
調整済み R2 0.036   0.082   0.081   0.073   
N 1027   978   710   545   
**p＜0.01，*p＜0.05，+p＜0.1 
 















 属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  ＜モデル１＞ ＜モデル２＞ ＜モデル３＞ ＜モデル４＞ 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .184 .031 ** .141 .032 ** .132 .038 ** .146 .045 ** 
小学校勤務 .070 .031 * .069 .032 * .072 .038 + .044 .045   
女性 .155 .044 ** .117 .045 * .086 .053   .080 .061   
年齢 .009 .006   .014 .008 + .011 .009   .014 .011   
社会教育主事経験       .033 .053   .018 .061   .094 .080   
教育委員会勤務経験       .039 .032   .025 .038   .030 .045   
校長としての勤務年数       -.006 .007   -.006 .008   -.017 .010 + 
現任校での校長としての勤務年数       .018 .016   .018 .019   .025 .022   
自主的サークル・学会等での学習機会       .120 .032 ** .116 .038 ** .123 .044 ** 
書籍等からの知見       .101 .037 ** .117 .045 * .150 .054 ** 
大学院派遣研修経験       .014 .053   -.029 .061   .013 .070   
（独）教員研修センターの研修経験       .042 .032   .052 .038   .024 .044   
教育センター等での長期研修員経験       .068 .041   .039 .049   .030 .059   
学級数             .004 .003   .005 .003   
教育関係者メンター数             -.005 .003   -.007 .004 + 
家族・地域住民等メンター数             .003 .005   .003 .006   
主幹教諭設置             .006 .044   -.003 .051   
事務職員有用感             .021 .026   .014 .030   
教育長支援有用感             .057 .029 + .050 .034   
学校地域連携                   .085 .058   
地域コーディネーター                   .065 .050   
小中一貫教育                   .046 .046   
定数 3.157 .366   2.693 .433   2.554 .539   2.401 .642   
調整済み R2 0.046   0.073   0.063   0.072   















































  属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  ＜モデル１＞ ＜モデル２＞ ＜モデル３＞ ＜モデル４＞ 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .135 .037 ** .087 .038 * .061 .043   .070 .049   
小学校勤務 .173 .037 ** .145 .038 ** .136 .043 ** .102 .050 * 
女性 .222 .052 ** .150 .054 * .085 .059   .069 .067   
年齢 .001 .008   .008 .009   .012 .010   .006 .012   
社会教育主事経験       .038 .063   -.016 .069   .076 .088   
教育委員会勤務経験       -.061 .038   -.050 .043   -.063 .050   
校長としての勤務年数       -.015 .008 + -.012 .010   -.016 .011   
現任校での校長としての勤務年数       .047 .019 * .030 .022   .019 .025   
自主的サークル・学会等での学習機会       .181 .038 ** .159 .043 ** .190 .049 ** 
書籍等からの知見       .011 .043   -.019 .051   -.021 .060   
大学院派遣研修経験       .035 .063   .080 .069   .141 .076 + 
（独）教員研修センターの研修経験       .028 .038   .014 .043   -.030 .049   
教育センター等での長期研修員経験       .108 .049 * .056 .055   .053 .065   
学級数             -.008 .003 * -.010 .004 ** 
教育関係者メンター数             -.002 .003   -.003 .004   
家族・地域住民等メンター数             .013 .006 * .011 .007 + 
主幹教諭設置             .089 .050 + .048 .056   
事務職員有用感             .042 .029   .072 .033 * 
教育長支援有用感             .175 .034 ** .159 .038 ** 
学校地域連携                   .158 .063 * 
地域コーディネーター                   .036 .055   
小中一貫教育                   .124 .051 * 
定数 3.475 .434   3.004 .512   2.003 .608   2.366 .704   
調整済み R2 0.051   0.078   0.113   0.131   























































  属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  ＜モデル１＞ ＜モデル２＞ ＜モデル３＞ ＜モデル４＞ 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .199 .035 ** .136 .036 ** .102 .041 * .115 .046 * 
小学校勤務 .086 .036 * .071 .036 * .090 .041 * .073 .047   
女性 .204 .050 ** .161 .051 ** .108 .056 + .113 .063 + 
年齢 -.001 .007   -.003 .009   .003 .010   .002 .011   
社会教育主事経験       .016 .059   -.037 .065   .015 .082   
教育委員会勤務経験       -.025 .036   .001 .041   -.021 .047   
校長としての勤務年数       .000 .008   -.002 .009   -.008 .010   
現任校での校長としての勤務年数       .046 .018 ** .049 .021 * .053 .023 * 
自主的サークル・学会等での学習機会       .133 .036 ** .127 .041 ** .140 .046 ** 
書籍等からの知見       .104 .041 * .136 .048 ** .110 .056 + 
大学院派遣研修経験       .087 .060   .077 .065   .106 .072   
（独）教員研修センターの研修経験       .086 .036 * .082 .040 * .040 .046   
教育センター等での長期研修員経験       .143 .046 ** .071 .052   .115 .062 + 
学級数             .005 .003 + .005 .003   
教育関係者メンター数             -.004 .003   -.009 .004 * 
家族・地域住民等メンター数             .002 .006   .006 .006   
主幹教諭設置             -.043 .048   -.061 .052   
事務職員有用感             .021 .028   .025 .031   
教育長支援有用感             .143 .031 ** .137 .036 ** 
学校地域連携                   .085 .060   
地域コーディネーター                   .031 .052   
小中一貫教育                   .043 .048   
定数 3.451 .414   3.311 .487   2.314 .575   2.421 .663   
調整済み R2 0.047   0.093   0.114   0.116   



















































  属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .217 .035 ** .190 .037 ** 196 .043 ** .213 .049 ** 
小学校勤務 .099 .036 ** .092 .037 * .066 .043   .034 .050   
女性 .125 .050 * .104 .052 * .102 .059 + .125 .067 + 
年齢 .003 .007   .006 .009   .007 .010   .014 .012   
社会教育主事経験       -.019 .061   -.068 .067   .077 .087   
教育委員会勤務経験       .039 .036   .028 .042   .032 .050   
校長としての勤務年数       -.005 .008   -.009 .009   -.019 .011 + 
現任校での校長としての勤務年数       .025 .018   .034 .021   .045 .025 + 
自主的サークル・学会等での学習機会       .071 .036 + .067 .042   .101 .049 * 
書籍等からの知見       .140 .042 ** .089 .050 + .083 .060   
大学院派遣研修経験       .014 .061   .021 .067   .084 .076   
（独）教員研修センターの研修経験       .096 .037 ** .103 .042 * .086 .049 + 
教育センター等での長期研修員経験       .091 .047 + .057 .054   .065 .066   
学級数             .004 .003   .006 .004 + 
教育関係者メンター数             -.001 .003   .001 .004   
家族・地域住民等メンター数             .012 .006 * .010 .007   
主幹教諭設置             -.036 .049   -.069 .056   
事務職員有用感             .074 .029 * .072 .033 * 
教育長支援有用感             .146 .033 ** .136 .038 ** 
学校地域連携                   .043 .064   
地域コーディネーター                   -.035 .056   
小中一貫教育                   .034 .051   
定数 3.711 .417   3.303 .496   2.380 .596   1.990 .705   
調整済み R2 0.046   0.076   0.122   0.124   























































  属性 経歴 組織・環境 連携・協働 
  モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 
  B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差 
40歳代前半までに校長志望 .015 .050   .012 .051   .067 .058   .033 .065   
小学校勤務 .068 .050   .032 .051   -.006 .058   -.055 .066   
女性 .161 .071 * .184 .073 * .195 .080 * .189 .089 * 
年齢 -.032 .010 ** -.019 .012   -.009 .014   -.012 .016   
社会教育主事経験       .047 .085   .011 .092   .053 .117   
教育委員会勤務経験       -.018 .051   -.020 .058   -.012 .066   
校長としての勤務年数       .001 .011   .002 .013   .005 .015   
現任校での校長としての勤務年数       -.060 .025 * -.011 .029   -.021 .032   
自主的サークル・学会等での学習機会       .117 .051 * .120 .057 * .113 .065 + 
書籍等からの知見       .086 .058   -.045 .068   -.092 .079   
大学院派遣研修経験       .051 .085   .017 .092   .068 .102   
（独）教員研修センターの研修経験       .066 .051   .091 .057   .129 .065 * 
教育センター等での長期研修員経験       .237 .066 ** .222 .073 ** .172 .087 * 
学級数             -.004 .004   -.005 .005   
教育関係者メンター数             -.004 .005   -.003 .005   
家族・地域住民等メンター数             .014 .008 + .013 .009   
主幹教諭設置             -.153 .067 * -.121 .074   
事務職員有用感             .131 .039 ** .137 .044 ** 
教育長支援有用感             .287 .045 ** .284 .050 ** 
学校地域連携                   -.092 .084   
地域コーディネーター                   .018 .073   
小中一貫教育                   -.047 .067   
定数 4.845 .588   4.084 .696   1.967 .812   2.204 .936   
調整済み R2 0.013   0.043   0.140   0.134   
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25 年度～平成 27 年度科学研究費補助金研究成果報告書）175-196，2016。 
・李昱輝「校長専門職基準」の進展に見る今日的中国の教育政策形成過程－行政・大学・学会の連携関係に着目















































 小学校 中学校 全体 
１．男性 568 (81.8%) 346 (95.3%) 914 (86.5%) 
２．女性 126 (18.2%) 17 (4.7%) 143 (13.5%) 




 小学校 中学校 全体 
１．教員養成系学部（国立） 432 (63.4%) 147 (41.2%) 579 (55.8%) 
２．教員養成系学部（私立） 71 (10.4%) 46 (12.9%) 117 (11.3%) 
３．それ以外 178 (26.1%) 164 (45.9%) 342 (32.9%) 




 小学校 中学校 全体 
１． 幼稚園 25 (3.6%) 5 (1.4%) 30 (2.8%) 
２．小学校 －  149 (40.7%) － 
３．中学校 269 (38.7%) － － 
４．高等学校 9 (1.3%) 17 (4.6%) 26 (2.5%) 
５．中等教育学校 1 (0.1%) 2 (0.5%) 3 (0.3%) 












 小学校 中学校 全体 
１．指導主事 280 (40.3%) 170 (46.4%) 450 (42.4%) 
２．管理主事 30 (4.3%) 33 (9.0%) 63 (5.9%) 
３．社会教育主事 69 (9.9%) 34 (9.3%) 103 (9.7%) 
４．教務主任 466 (67.1%) 227 (62.0%) 693 (65.3%) 
５．研修主任 417 (60.0%) 150 (41.0%) 567 (53.4%) 
６．学年主任 527 (75.8%) 273 (74.6%) 800 (75.4%) 
７．生徒指導主任・主事 347 (49.9%) 220 (60.1%) 567 (53.4%) 




 小学校 中学校 全体 
１．教育委員会 325(46.8%) 203 (55.5%) 528 (49.8%) 
２．教育研究所・センター 97 (14.0%) 45 (12.3%) 142 (13.4%) 
３．社会教育施設 55 (7.9%) 23 (6.3%) 78 (7.4%) 




 小学校 中学校 全体 
１．副校長・教頭 540 (78.3%) 250 (68.7%) 790 (75.0%) 
２．教諭 0 (0.0%) 2 (0.5%) 2 (0.2%) 
３．主幹教諭 0 (0.0%) 1 (0.5%) 1 (0.1%) 
４．指導教諭 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
５．教育委員会 128 (18.6%) 97 (26.6%) 225 (21.3%) 
６．教育研究所・センター 16 (2.3%) 11 (3.0%) 27 (2.6%) 











 小学校 中学校 全体 
１．有 512 (73.8%) 270 (74.6%) 782 (74.1%) 
２．無 182 (26.2%) 92(25.4%) 274 (25.9%) 




 小学校 中学校 全体 
１．非常に感じている 112 (16.1%) 46 (12.6%) 158 (14.9%) 
２．ある程度感じている 514 (74.0%) 279 (76.2%) 793 (74.7%) 
３．余り感じていない 68 ( 9.8%) 38 (10.4%) 106 (10.0%) 
４．ほとんど感じていない 1 ( 0.1%) 3 ( 0.8%) 4 ( 0.4%) 




 小学校 中学校 全体 
１．強く感じている 124 (17.9%) 70 (19.1%) 194 (18.3%) 
２．ある程度感じている 401 (57.8%) 221 (60.4%) 622 (58.7%) 
３．余り感じていない 129 (18.6%) 60 (16.4%) 189 (17.8%) 
４．ほとんど感じていない 40 ( 5.8%) 15 ( 4.1%) 55 ( 5.2%) 


















 小学校 中学校 全体 
４６歳 1 ( 0.1%) 0 ( 0.0%) 1 ( 0.1%) 
４７歳 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 
４８歳 0 ( 0.0%) 1 ( 0.3%) 1 ( 0.1%) 
４９歳 4 ( 0.6%) 0 ( 0.0%) 4 ( 0.4%) 
５０歳 4 ( 0.6%) 0 ( 0.0%) 4 ( 0.4%) 
５１歳 8 ( 1.2%) 2 ( 0.5%) 10 ( 0.9%) 
５２歳 16 ( 2.3%) 8 ( 2.2%) 24 ( 2.3%) 
５３歳 22 ( 3.2%) 12 ( 3.3%) 34 ( 3.2%) 
５４歳 46 ( 6.7%) 21 ( 5.8%) 67 ( 6.3%) 
５５歳 57 ( 8.2%) 24 ( 6.6%) 81 ( 7.7%) 
５６歳 74 (10.7%) 54 (14.8%) 128 (12.1%) 
５７歳 120 (17.4%) 60 (16.4%) 180 (17.0%) 
５８歳 105 (15.2%) 75 (20.5%) 180 (17.0%) 
５９歳 137 (19.8%) 66 (18.1%) 203 (19.2%) 
６０歳 86 (12.4%) 39 (10.7%) 125 (11.8%) 
６１歳 6 ( 0.9%) 2 ( 0.5%) 8 ( 0.8%) 
６２歳 4 ( 0.6%) 1 ( 0.3%) 5 ( 0.5%) 
６３歳 1 ( 0.1%) 0 ( 0.0%) 1 ( 0.1%) 



















 小学校 中学校 全体 
０年 26 ( 3.8%) 18 ( 4.9%) 44 ( 4.2%) 
１年 19 ( 2.8%) 12 ( 3.3%) 31 ( 2.9%) 
２年 63 ( 9.1%) 47 (12.9%) 110 (10.4%) 
３年 106 (15.4%) 61 (16.8%) 167 (15.9%) 
４年 103 (14.9%) 61 (16.8%) 164 (15.6%) 
５年 103 (14.9%) 62 (17.0%) 165 (15.7%) 
６年 79 (11.5%) 32 ( 8.8%) 111 (10.5%) 
７年 57 ( 8.3%) 25 ( 6.9%) 82 ( 7.8%) 
８年 37 ( 5.4%) 13 ( 3.6%) 50 ( 4.7%) 
９年 27 ( 3.9%) 13 ( 3.6%) 40 ( 3.8%) 
１０年 21 ( 3.0%) 7 ( 1.9%) 28 ( 2.7%) 
１１年 14 ( 2.0%) 4 ( 1.1%) 18 ( 1.7%) 
１２年 16 ( 2.3%) 4 ( 1.1%) 20 ( 1.9%) 
１３年 6 ( 0.9%) 2 ( 0.5%) 8 ( 0.8%) 
１４年 6 ( 0.9%) 2 ( 0.5%) 8 ( 0.8%) 
１５年 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 
１６年 1 ( 0.1%) 1 ( 0.3%) 2 ( 0.2%) 
１７年 3 ( 0.4%) 0 ( 0.0%) 3 ( 0.3%) 
１８年 2 ( 0.3%) 0 ( 0.0%) 2 ( 0.2%) 

















 小学校 中学校 全体 
１年 133 (19.2%) 44 (12.1%) 177 (16.7%) 
２年 110 (15.9%) 54 (14.8%) 164 (15.5%) 
３年 111 (16.0%) 49 (13.4%) 160 (15.1%) 
４年 83 (12.0%) 66 (18.1%) 149 (14.1%) 
５年 68 ( 9.8%) 40 (11.0%) 108 (10.2%) 
６年 55 ( 7.9%) 37 (10.1%) 92 ( 8.7%) 
７年 46 ( 6.6%) 26 ( 7.1%) 72 ( 6.8%) 
８年 36 ( 5.2%) 21 ( 5.8%) 57 ( 5.4%) 
９年 21 ( 3.0%) 10 ( 2.7%) 31 ( 2.9%) 
１０年 10 ( 1.4%) 5 ( 1.4%) 15 ( 1.4%) 
１１年 4 ( 0.6%) 8 ( 2.2%) 12 ( 1.1%) 
１２年 9 ( 1.3%) 2 ( 0.5%) 11 ( 1.0%) 
１３年 4 ( 0.6%) 2 ( 0.5%) 6 ( 0.6%) 
１４年 3 ( 0.4%) 0 ( 0.0%) 3 ( 0.3%) 
１５年 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 
１６年 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 
１７年 0 ( 0.0%) 1 ( 0.3%) 1 ( 0.1%) 
１８年 1 ( 0.1%) 0 ( 0.0%) 1 ( 0.1%) 




 小学校 中学校 全体 
１．１校 339 (48.8%) 141 (38.5%) 480 (45.3%) 
２．２校 228 (32.9%) 153 (41.8%) 381 (35.9%) 
３．３校 99 (14.3%) 56 (15.3%) 155 (14.6%) 
４．４校 23 ( 3.3%) 14 ( 3.8%) 37 ( 3.5%) 
５．５校 5 ( 0.7%) 2 ( 0.5%) 7 ( 0.7%) 







 小学校 中学校 全体 
１．１年目 250 (36.3%) 130 (35.5%) 380 (36.0%) 
２．２年目 229 (33.2%) 127 (34.7%) 356 (33.7%) 
３．３年目 148 (21.5%) 72 (19.7%) 220 (20.9%) 
４．４年目 43 ( 6.2%) 31 ( 8.5%) 74 ( 7.0%) 
５．５年目 14 ( 2.0%) 5 ( 1.4%) 19 ( 1.8%) 
６．６年目 5 ( 0.7%) 1 ( 0.3%) 6 ( 0.6%) 




 小学校 中学校 全体 
１．有り 31 (4.5%) 25 (6.9%) 56 (5.3%) 
２．無し 662 (95.5%) 336 (93.1%) 998 (94.7%) 






 小学校 中学校 全体 
１．有り 67 (9.7%) 29 (7.9%) 96 (9.1%) 
２．無し 627 (90.3%) 337 (92.1%) 964 (90.9%) 




 小学校 中学校 全体 
１．有り 113 (16.4%) 54 (14.8%) 167 (15.8%) 
２．無し 577 (83.6%) 311 (85.2%) 888 (84.2%) 








 小学校 中学校 全体 
１．有り 29 (4.2%) 16 (4.4%) 45 (4.3%) 
２．無し 662 (95.8%) 346 (95.6%) 1,008(95.7%) 




 小学校 中学校 全体 
１．有り 218 (31.5%) 89 (24.6%) 307 (29.2%) 
２．無し 473 (68.5%) 273 (75.4%) 746 (70.8%) 




 小学校 中学校 全体 
１．有り 534 (77.5%) 292 (80.2%) 826 (78.4%) 
２．無し 155 (22.5%) 72 (19.8%) 227 (21.6%) 




 小学校 中学校 全体 
１．有り 154 (28.8%) 83 (28.8%) 237 (28.8%) 
２．無し 380 (71.2%) 205 (71.2%) 582 (71.2%) 




 小学校 中学校 全体 
１．はい 15 (2.8%) 14 (4.8%) 29 (3.5%) 
２．いいえ 519 (97.2%) 277 (95.2%) 796 (96.5%) 







 小学校 中学校 全体 
１．在籍していない 29 (4.4%) 1 (0.3%) 30 (3.0%) 
２．５％未満 113 (17.3%) 27 (7.6%) 140 (13.9%) 
３．５％～１０％未満 167 (25.5%) 81 (22.2%) 248 (24.6%) 
４．１０％～２０％未満 197 (30.1%) 129 (36.3%) 326 (32.3%) 
５．２０％～３０％未満 97 (14.8%) 72 (20.3%) 169 (16.7%) 
６．３０％～５０％未満 39 (6.0%) 42 (11.8%) 81 (8.0%) 
７．５０％以上 12 (1.8%) 3 (0.8%) 15 (1.5%) 




 小学校 中学校 全体 
１.いない 7 (1.0%) 1 (0.3%) 8 (0.8%) 
２．一人 660 (95.5%) 334 (91.3%) 994 (94.0%) 
３．二人 24 (3.5%) 28 (7.7%) 52 (4.9%) 
４．三人 0 (0%) 3 (0.8%) 3 (0.3%) 






 小学校 中学校 全体 
１．有り 248 (35.7%) 135 (36.9%) 383 (36.1%) 
２．無し 447 (64.3%) 231 (63.1%) 678 (63.9%) 




 小学校 中学校 全体 
１．有り 235 (33.8%) 132 (36.1%) 367 (34.6%) 
２．無し 460 (66.2%) 234 (63.9%) 694 (65.4%) 







































（１）社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）勤務する校種の子供・教育・組織に関する知識 …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）教育課程，教科指導，生徒指導等の専門性 ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）国，地方の教育施策に関する知識 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）最新の社会情勢・技術革新の動向 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）学校改革への意欲・使命感 …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）豊かな人間性 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）人間愛・教育愛 ………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）決断力 …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）学校改革をやり抜く精神的強さ ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）校内外の情報・データを把握し整理する力 ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）学校のビジョンを構想する力 ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）学校のビジョンを周りに説得する力 ………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）カリキュラム・マネジメントを推進する力 ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）学校ビジョン実現のための校務分掌組織を設計 
する力 …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）校内の協働的な雰囲気を作る力 ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）教職員の働きやすい環境を作る力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）副校長・教頭と連携する力 …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）主幹教諭・主任等と連携する力 ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）事務職員と連携する力 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２１）養護教諭と連携する力 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２２）スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー 
等専門スタッフを生かす力 …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）法令順守を徹底する力 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２４）文書処理能力 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２５）施設管理や会計管理を監督する力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２６）業務改善を進める力 …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２７）危機管理能力 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２８）教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識 ……… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 












（３０）教職員の評価・フィードバック力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３１）教職員を指導する力 …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３２）アクティブ・ラーニングの視点を踏まえた授業改善を 
進める力 ………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３３）外部からの苦情処理対応能力 ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３４）地域・保護者と連携・協働する力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３５）教育委員会と渉外・調整・連携する力 ……………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３６）地域を活性化する学校運営を進める力 ……………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３７）小・中学校段階の９年間を見通した系統的な教育を推 

















（１）社会の変化を踏まえた教育に関する信念や理念 …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）勤務する校種の子供・教育・組織に関する知識 …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）教育課程，教科指導，生徒指導等の専門性 ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）国，地方の教育施策に関する知識 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）最新の社会情勢・技術革新の動向 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）学校改革への意欲・使命感 …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）豊かな人間性 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）人間愛・教育愛 ………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）決断力 …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）学校改革をやり抜く精神的強さ ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）校内外の情報・データを把握し整理する力 ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）学校のビジョンを構想する力 ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）学校のビジョンを周りに説得する力 ………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
























する力 …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）校内の協働的な雰囲気を作る力 ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）教職員の働きやすい環境を作る力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）副校長・教頭と連携する力 …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）主幹教諭・主任等と連携する力 ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）事務職員と連携する力 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２１）養護教諭と連携する力 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２２）スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー 
等専門スタッフを生かす力 …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）法令順守を徹底する力 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２４）文書処理能力 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２５）施設管理や会計管理を監督する力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２６）業務改善を進める力 …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２７）危機管理能力 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２８）教育法規（勤務・服務等含む）に関する知識 ……… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２９）学校ビジョンの実現に向けた人事を行う力 ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３０）教職員の評価・フィードバック力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３１）教職員を指導する力 …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３２）アクティブ・ラーニングの視点を踏まえた授業改善を 
進める力 ………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３３）外部からの苦情処理対応能力 ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３４）地域・保護者と連携・協働する力 …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３５）教育委員会と渉外・調整・連携する力 ……………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３６）地域を活性化する学校運営を進める力 ……………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３７）小・中学校段階の９年間を見通した系統的な教育を推 










② 副校長・教頭が派遣される場合 ……… 
 
 







































 １．２０歳代     ２．３０歳代前半   ３．３０歳代後半   ４．４０歳代前半 




１．教諭       ２．主幹教諭    ３．指導教諭  
４．副校長・教頭   ５. 教育委員会   ６．教育研究所・センター   ７. その他 
※「１．教諭」，「２．主幹教諭」を選択された場合には，そのときに担当されていた主任等
について，以下の１～８のうち適切な番号を選び○で囲んでください。 
１. 教務主任          ２．研修・研究主任       ３．学年主任 
４．生徒指導主事・主任     ５．進路指導主事        ６．保健主事 




  １．校長や先輩に管理職・指導主事等登用試験を受験するよう薦められた 
２．教育委員会（教育研究所・センターを含む）勤務を命じられた 
 ３．分掌の主任を経験することで学校運営の面白さを感じた 
  ４．主幹教諭・指導教諭を経験することで学校運営の面白さを感じた 
  ５．理想となる学校管理職に出会った 
  ６．誰かが学校管理職を引き受けなければと思った 
  ７．自分の理想の学校を創りたいと思った 
  ８．自分の教育実践を広げたいと思った 




















（１）校長になる以前に出会った校長の影響 ……… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）副校長・教頭の経験 …………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）副校長・教頭の頃の教育委員会からの指導・ 
支援 ……………………………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）校長になってからの教育委員会からの指導・ 
支援 ……………………………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）他校の校長との情報交換・アドバイス ……… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）前任の校長からの指導・支援 ………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）主幹教諭・指導教諭としての経験 …………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）学校事務職員との協働 ………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）養護教諭との協働 ……………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）主任としての経験 ……………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）教育委員会・教育センター等での勤務経験 … ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）教員としての経験 ……………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）学校間の異動経験 ……………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）教育界以外の人との出会い …………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）校長になる前の行政研修 ……………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）校長になった後の行政研修 …………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）自主的なサークル・学会等での学習 ………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）実践報告・実践論文の執筆 …………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）書籍等からの知見 ……………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）国・地方の教育行政施策の文書 ……………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２１）大学院派遣研修 ………………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２２）校長会の活動 …………………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）他校視察 ………………………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２４）校長向けの実務マニュアル …………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２５）ソーシャルメディアでの情報共有 …………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２６）公的な人事評価 ………………………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 














（２８）校長としての仕事の振り返り ………………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２９）（独）教員研修センターの研修 ……………… ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３０）（独）国立特別支援教育総合研究所の研修 … ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３１）教育センター等での長期研修員としての経験 … ０ － １ － ２ － ３ － ４ － ５ 












①教育関係者（現職の校長，退職した校長，教育委員会職員，大学教員等）     人 


































できた …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）アクティブ・ラーニングの視点を踏まえた授業改善を 
進めることができた …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）カリキュラム開発をリードできた …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）教師が積極的に授業の改善を行うように，刺激を与え 
ることができた ………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）いじめ・不登校などの生徒指導上の課題対応に向けた 
組織体制を構築できた ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）特別支援教育の課題対応に向けた組織体制を構築 
できた …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）貧困な家庭の子供の学力向上に向けた組織体制を構築 
できた …………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）多様な専門性を持った職員を有機的に結び付ける仕組 
みを作ることができた ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）業務改善を進めることができた ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）保護者や地域住民とともに，地域で育む子供像につい 
    て話し合い，合意形成を図ることができた ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）保護者や地域住民に対して，学校の教育方針を説明し 
    理解してもらうことができた ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）保護者や地域住民の協力を得て，授業や行事を充実さ 
せることができた ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）教師と保護者との間に対立が生じた場合でも，うまく 
調整することができた ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）ＰＴＡ運営委員会等の保護者や地域住民との会議では 
    指導力を発揮できた …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）学校を核とした地域づくりに貢献することができた … １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）義務教育９年間を見通した教育（小中一貫教育）を 
























（１）校長という仕事そのもの ……………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）仕事の達成感がある …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）認められ，感謝される ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）主体性が発揮できる …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）責任ある仕事が任されている ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）権限が与えられている ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）能力が発揮できる ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）仕事を通じて成長できる ……………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）職業と個人生活のバランス …………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）自分への教育・訓練，能力開発支援 ………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）副校長・教頭との関係 ………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）校外の他の校長との関係 ……………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）事務職員との関係 ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１４）養護教諭との関係 ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１５）教員集団との関係 ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１６）保護者との関係 ………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１７）地域住民との関係 ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１８）教育委員会の支援 ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１９）教育長のリーダーシップ ……………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２０）給与・処遇面 …………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２１）年次有給休暇取得 ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２２）学校の評判 ……………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２３）学校の落ち着き ………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 


























１．はい → （       ）人     ２．いいえ 










（１）学校全体を見渡しながら仕事をしてくれている …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）校長の学校経営ビジョンに沿って動いてくれている … １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）経営チームの一員として校長・副校長・教頭に適切に 
情報提供・具申をしてくれている …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）校長の考えや方向性を他の教職員に分かりやすく説明 
してくれている ………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）副校長・教頭を補佐し，教頭の業務負担の軽減を 
図ってくれている ……………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）学校全体の動きの中で進んでいないところを率先して 
   フォローしてくれている ……………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）担当する校務における課題について迅速に対応して 
くれている ……………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）教職員の抱える職務上の悩みを把握し，適切な指導や 
助言を行ってくれている ……………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（９）教職員の人材育成に貢献してくれている …………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）生徒指導など緊急事案に迅速に対応してくれている … １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）学校の顔として，地域との連携・協働に努めてくれて 





















１．１年以内         ２．２年～３年以内      ３．４年～１０年以内 























（１）子供や行事に積極的に関わってくれている ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）臨機応変に対応してくれている ……………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）自分の仕事に線引きせず，できることを積極的に 
担当してくれている …………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）適正な事務処理が行われているという安心感を与えて 
くれている ……………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）教員の働きやすい環境整備に貢献してくれている … １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）教職員や保護者と積極的に関わってくれている …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）学校への来客・電話対応が丁寧である ……………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）教職員間の良好なコミュニケーションに貢献して 













いる ……………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１０）学校全体を見渡しながら仕事をしてくれている …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１１）校長の学校経営ビジョンに沿って動いてくれている … １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１２）行政職員として校長・副校長・教頭に適切に情報 
提供・具申をしてくれている ………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（１３）校長の考えや方向性を他の教職員に分かりやすく説明 











（１）各学校の予算要求をくみ取ってくれている ………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（２）保護者や地域社会に対して，学校側や児童生徒の利 
益に配慮した上で，適切に対応してくれている …… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（３）地域社会に対する教育情報の発信に力を注(そそ)いで 
くれている ………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（４）地区内の学校に対して明確な管理方針を示してくれて 
いる ………………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（５）法や規則に対する詳しい知識に基づいて仕事を進めて 
   くれている ……………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（６）カリキュラムに関する豊富な知識を生かして学校改善 
について示唆を与えてくれている …………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（７）授業力量の向上に向けて教員に示唆を与えてくれて 
いる ……………………………………………………… １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
（８）打ち出した学校のビジョンを尊重してくれている … １ － ２ － ３ － ４ － ５ 
























（１）勤務校の校種      １．小学校    ２．中学校    ３．義務教育学校 
（２）あなたは，他の小・中学校を兼務していますか。     １．はい  ２．いいえ 
   ＊他の小・中学校を兼務している場合，（１１）～（１７）の質問は，本務・兼務校
を合わせた数値を記入してください。 
（３）所在の都道府県・政令指定都市名 ＊公表しません。     （         ） 
（４）あなたの学校はコミュニティ・スクール指定校ですか。 １．はい  ２．いいえ 
（５）あなたの学校には学校支援地域本部が置かれていますか。 １．はい  ２．いいえ 
（６）あなたの学校には地域学校協働本部が置かれていますか。 １．はい  ２．いいえ 
（７）あなたの学校（区）には学校と地域をつなぐ地域コーディ 
   ネーターが配置されていますか。          １．はい  ２．いいえ 
（８）あなたの学校は小中連携教育（小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行う
ことを通じて，小学校教育から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育）を実
施していますか。   
１．はい ➠（９）につづく     ２．いいえ ➠（１１）へすすむ 
（９）あなたの学校は小中一貫教育（小中連携教育のうち，小・中学校段階の教員が目指す
子供像を共有し，９年間を通じた教育課程を編成し，系統的な教育を目指す教育）を
実施していますか。      １．はい  ２．
いいえ 
（１０）あなたの学校は小中一貫型小学校・中学校ですか。 １．はい  ２．いいえ 
（１１）副校長・教頭数      （       ）人  
（１２）常勤教員数（講師・再任用を含む）   （       ）人 
（１３）非常勤教員数         （       ）人 
（１４）教員以外の職員数（常勤・非常勤を問わず）     （       ）人 
（１５）児童生徒数            （       ）人 
（１６）学級数（全学年・特別支援学級を含む）   （       ）学級 
（１７）就学援助を受けている子供の割合 
１．在籍していない     ２．５％未満  ３．５％～１０％未満 







（１）性別  １．男         ２．女  
（２）年齢（調査回答時点）      （      ）才 
（３）出身学部 １．教員養成系学部(国立)  ２．教員養成系学部(私立)  ３．それ以外 
（４）現在まで勤務した校種について，当てはまる番号を全て○で囲んでください。 
   １．幼稚園    ２．小学校      ３．中学校     ４．義務教育学校 
   ５．高等学校   ６．中等教育学校   ７．特別支援学校 
（５）現在まで経験した職等について，当てはまる番号を全て○で囲んでください。 
１．指導主事        ２．管理主事     ３．社会教育主事 
４．教務主任        ５．研修主任     ６．学年主任 
７．生徒指導主事・主任   ８．進路指導主事 
（６）現在まで経験した勤務場所等について，当てはまる番号を全て○で囲んでください。 
１．教育委員会         ２．教育研究所・センター 
３．社会教育施設        ４．国立大学等の附属学校 
（７）校長登用前の直近の職・勤務先等 
１．副校長・教頭    ２．教諭       ３．主幹教諭 
４．指導教諭      ５．教育委員会    ６．教育研究所・センター 




１．有       ２．無 
（９）副校長・教頭としての通算勤務経験    （      ） 年  
（１０）校長としての通算勤務経験     （      ）年目 
（１１）校長として勤務した学校数     （      ）校目 
（１２）現在の勤務校での校長としての勤務経験    （      ）年目 
（１３）自校の学校改革の手応えについて，当てはまる番号を○で囲んでください。 
１．大いに感じている     ２．ある程度感じている 
３．余り感じていない     ４．ほとんど感じていない 
（１４）校長としての仕事のストレスについて，当てはまる番号を○で囲んでください。 
１．強く感じている      ２．ある程度感じている 
























































































































































































                   
                       
 
 
                        
 
                  
                           
  
 
                    





 今回の調査研究では，新たに調査対象国として追加したシンガポールにおいても 2009 年から






















































































































































の国の教員よりも多く担当していることである。これは，第 2 回 OECD 国際教員指導環境調査
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補習授業 or Co-Curricular Activities (週一回課外活動)













































































朝のホームルーム × × 集会は行われるが，日本のような朝会はない。 






○ × 事務職員が担当する。 
成績情報管理 ○ ○ 教員，補助者，事務職員が担当する。 
教材研究 ○ ○ 教員が担当する。 
教材準備（印刷や物
品の準備） 









体験活動 ○ ○ 教員，補助者，ボランティア等が担当する。 
体験活動の運営・準
備 
○ ○ 教員，補助者，事務職員，ボランティア等が担当する。 
試験問題の作成，採
点，評価 
○ ○ 教員，補助者が担当する。 









休み時間の指導 ○ ○ 管理職，教員，補助者，保護者・地域住民が担当する。 
校内清掃指導 × × 清掃指導は行わない。清掃は守衛（custodian）が担当する。 













進路指導・相談 ○ △ 
カウンセラー，教員，スクールサイコロジストが担当する。基本的にはカ
ウンセラーの役割となるが，教員が全く関わらないというわけではない。 




























○ ○ 教員，補助者が担当する。 
学校の運営に関わる業務
 





○ × 事務職員，管理職が担当する。 
文書の受付・保管 ○ × 事務職員，管理職が担当する。 
予算案の作成・執行 ○ × 事務職員，管理職が担当する。 
施設管理・点検・修
繕 
○ × 守衛（custodian）が担当する。 
学納金の徴収 ○ × 事務職員（会計担当）が担当する。 
教師の出張に関する
書類の作成 
○ × 事務職員が担当する。 
学校広報（ウェブサ
イト等） 
○ × 事務職員が担当する。 
児童生徒の転入・転
出関係事務 
○ × 事務職員が担当する。 
外部対応に関わる業務
 









































出欠確認 ○ ○ 
担任あるいは機械管理。イギリスでは出欠確認と欠席児童への連絡は
別々である。 
欠席児童への連絡 ○ × 
サポートスタッフ（家庭への連絡担当を職務とするスタッフ。名称は
様々，例えば Home-School liaison officerや Parent Support Adviser
など）が担当する。 
































Teaching Assistant，Learning Mentor などのサポートスタッフが担当
する。 

































につながる活動はある。 給食・昼食時の担当をしている Midday 
Supervisor等のサポートスタッフスタッフは，子供たちが安全に安心し
て，そしてきちんと食事ができるように活動する。 
休み時間の指導 ○ × Play Worker等のサポートスタッフが担当する。 
校内清掃指導 × × 
清掃指導は行わない。Cleaning Staff等のサポートスタッフが清掃を行
う。 
運動会，文化祭など ○ ○ 教員が担当する。 
運動会，文化祭など
の運営・準備 





○ ○ 教員とサポートスタッフが担当する。 
進路指導・相談 ○ ○ 教員及び Career Adviser等のサポートスタッフが担当する。 
健康・保健指導 ○ × school nurses等のサポートスタッフが担当する。 
問題行動を起こした
児童生徒への指導 



















児童会・生徒会指導 ○ ○ 教員が担当する。 
教室環境の整理，備
品管理 
○ × Teaching Assistant 等のサポートスタッフが担当する。 
学校の運営に関する業務
 





○ × Administrator等のサポートスタッフが担当する。 
文書の受付・保管 ○ × Administrator等のサポートスタッフが担当する。 
予算案の作成・執行 ○ × School Business Manager等のサポートスタッフが担当する。 
施設管理・点検・修
繕 
○ × Caretaker 等のサポートスタッフが担当する。 
学納金の徴収 ○ × Administrator等のサポートスタッフが担当する。 
教師の出張に関する
書類の作成 












家庭訪問 △ × 






School Liaison Officerや Parent Support Adviser等の専門性のある
サポートスタッフや管理職に報告し，対応してもらう。その後の家庭訪
問や専門機関等への取り次ぎは，Home-School Liaison Officerや
Parent Support Adviser 等の専門性のあるサポートスタッフが行う。家
庭訪問は，状況に応じて，地方自治体の福祉や保健等の担当者が行う場
合もある。 






























× ×   
出欠確認 ○ ○ 学級担任が担当する。 
欠席児童への連絡 ○ ○ 学級担任が担当する。 
朝のホームルーム ○ ○ 学級担任が担当する。 






成績情報管理 ○ △ 
事務職員（教導処）が担当する。教員が事務職員として関与する場合が
ある。その際担当する授業数は業務負担の観点から調整される。 
教材研究 ○ ○ 教員が担当する。 
教材準備（印刷や物
品の準備） 

















○ ○ 教員，管理職が担当する。 
試験監督 ○ ○ 教員が担当する。 
給食・昼食時間の食
育 
× × 食育は行わない。昼食は，通常は食堂若しくは自宅で食べる。 
休み時間の指導 ○ ○ 学級担任，教員が担当する。 
校内清掃指導 ○ ○ 
学級担任，学校内の少年先鋒隊や中国共産主義青年団の指導員などが担
当する。 













進路指導・相談 ○ ○ 学級担任，教員が担当する。 












○ ○ 教員，学校外指導員が担当する。 

















文書の受付・保管 ○ △ 
事務職員が担当する。教員が事務職員として関与する場合がある。その
際担当する授業数は業務負担の観点から調整される。 




















○ ○ 事務職員，学級担任が担当する。 
外部対応
 
家庭訪問 ○ ○ 学級担任が担当する。 

































のは小学校 1・2 年生の場合のみである。 
出欠確認 ○ ○ 
教員（最初の授業のみ）が担当する。最近，カードを用いる出席管理シ
ステムを利用する学校が多い。 
欠席児童への連絡 ○ ○ 
教員が担当する。保護者への連絡は欠席が 3日間続いた場合のみであ
る。 
朝のホームルーム × × 
日本のような毎日行われる朝会はない。教員（週一回の Pastoral Care 
Lesson があるのみである。 
授業 ○ ○ 教員が担当する。 
教材購入の発注・事
務処理 
○ × 教科主任が教材を選択する。 
成績情報管理 ○ ○ 
教員が担当する。児童生徒の個人情報や成績は全国レベルの IT システ
ムによって管理され，転校や進学などの場合にも共有・活用される。 









○ ○ 教員，Allied Educator が担当する。  


















休み時間の指導 ○ △ 教員が一切担当しない学校もある。 
校内清掃指導 × × 
清掃指導はしない。委託業者の清掃員が清掃を行う。児童生徒は基本的
に年一回の大掃除の日以外に掃除はしない。 
運動会，文化祭など ○ ○ 
担当主任，教員が担当する。イベントにもよるが，例えば旧正月祭りは
中国語の担当主任と教員が準備し，独立記念日にあたるナショナルデ














進路指導・相談 ○ ○ 教員（最終学年の児童生徒が主な対象である）が担当する。 
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教員，Allied Educator (Learning and Behavioural Support) , 
School Counsellor, Student Welfare Committee,などが担当する。場





教員，Allied Educator (Learning and Behavioural Support) , 













○ ○ 教員が担当する。 
学校の運営に関する業務
 






文書の受付・保管 ○ × Administration Manager，事務員が担当する。 













○ × 教員，Administration Manager が担当する。 
学校広報（ウェブサ
イト等） 
○ × ICT担当の主任が率いるチームが担当する。 
児童生徒の転入・転
出関係事務 
○ × Administration Manager，事務員が担当する。 
外部対応
 
































× ×   
出欠確認 ○ ○ 教員が担当する。 
欠席児童への連絡 ○ × 小学校は教員が，中学校は生徒指導専門員（CPE）が担当する。 
朝のホームルーム × × 
中学校には年間１０時間の「学級生活の時間」というのが有り，担任
教員が指導に当たることになっているが，朝のホームルームはない。 
授業 ○ ○ 教員が担当する。 
教材購入の発注・事務
処理 
○ × 事務職員が担当する。 
成績情報管理 ○ ○ 教員が担当する。 
教材研究 ○ ○ 教員が担当する。 
教材準備（印刷や物品
の準備） 
○ ○ 教員が担当する。 
課題のある児童生徒へ
の個別指導，補習指導 
○ ○ 教員，教育補助員（Assistants d'éducation）が担当する。 










○ ○ 教員が担当する。 
試験監督 ○ ○ 教員が担当する。 






休み時間の指導 ○ × 
小学校は教員が，中学校は生徒指導専門員（CPE），教育補助員
（Assistants d'éducation）が担当する。 
校内清掃指導 × ×   
運動会，文化祭など × ×   
運動会，文化祭などの
運営・準備 






進路指導・相談 ○ × 進路指導心理専門員（COP）が担当する。 

















児童会・生徒会指導 ○ × 生徒指導専門員（CPE）が担当する。 
教室環境の整理，備品
管理 
○ ○ 教員，事務職員，事務補佐員が担当する。 
学校の運営に関わる業務
 





○ × 管理職，事務職員，事務補佐員が担当する。 
文書の受付・保管 ○ × 管理職，事務職員，事務補佐員が担当する。 
予算案の作成・執行 ○ × 管理職，事務職員，事務補佐員が担当する。 
施設管理・点検・修繕 ○ × 事務職員，事務補佐員，技術職員，技術補佐員が担当する。 
学納金の徴収 ○ × 事務職員，事務補佐員が担当する。 
教師の出張に関する書
類の作成 








○ × 事務職員，事務補佐員が担当する。 
外部対応
 
家庭訪問 × × 家庭訪問ではなく，親を呼び出すのが一般的である。 





○ × 管理職，事務職員が担当する。 
地域住民が参加した運
営組織の運営 








































の責務 Schülerbeförderung Aufgabeを担う。 
出欠確認 ○ ○ 
教員が担当する。教員は出欠確認を行い，欠席証明に責任を負う。無
断欠席者には「居残り(Nachsitzen)」等の措置もありうる。 
欠席児童への連絡 ○ ○ 
教員が担当する。同級生を通じて必要な連絡を届けることもあるが，
同時に欠席児童の保護者からも連絡確認する。 














成績情報管理 ○ ○ 教員が担当する。成績情報管理は教員の仕事の一部である。 

































試験監督 ○ ○ 教員が担当する。 













校内清掃指導 × × 清掃指導は行わない。清掃職員が清掃を担当する。 












進路指導・相談 △ ○ 
教員が担当する。学校周辺の労働局の就職助言センター等が担い，セ
ンター職員が学校訪問をすることも多い。 































○ ○ 教員が担当する。 
学校の運営に関する業務
 





○ ○ 校長，教員が担当する。 
文書の受付・保管 ○ ○ 校長，教員が担当する。 
予算案の作成・執行 ○ ○ 予算案は学校会議（や学校理事会）の審議事項である。 
施設管理・点検・修繕 ○ × 
校長，用務員，行政機関から委託された技術者が担当する。州ではな
く学校設置者の責務である。 






○ ○ 校長，教員が担当する。 
学校広報（ウェブサイ
ト等） 
○ ○ 教員の場合が多いが，生徒や保護者が行う場合もある。 
児童生徒の転入・転出
関係事務 



















○ ○ 校長，教員，活動参加している保護者が担当する。 
地域住民が参加した運
営組織の運営 






















出欠確認 ○ ○ 学級担任が担当する。 
欠席児童への連絡 ○ ○ 学級担任が担当する。 
朝のホームルーム ○ ○ 学級担任が担当する。 








成績情報管理 ○ ○ 教員が担当する。 
教材研究 ○ ○ 教員が担当する。 
教材準備（印刷や物品
の準備） 






体験活動 ○ ○ 教員，外部講師が担当する。 






試験監督 ○ ○ 教員が担当する。 
給食・昼食時間の食育 ○ ○ 
学級担任が担当する。栄養教諭や学校栄養職員，養護教諭などが行う
こともある。 
休み時間の指導 ○ ○ 教員が担当する。 
校内清掃指導 ○ ○ 教員が担当する。 










○ ○ 教員が担当する。 
進路指導・相談 ○ ○ 教員が担当する。 


















児童会・生徒会指導 ○ ○ 教員が担当する。 
教室環境の整理，備品
管理 




校内巡視，安全点検 ○ △ 管理職（教頭），事務職員，現業職員，教員が担当する。 
国や地方自治体の調
査・統計への回答 
○ △ 事務職員，管理職（教頭），主幹教諭，教務主任が担当する。 
文書の受付・保管 ○ △ 事務職員，管理職(教頭)，主幹教諭，教務主任が担当する。 
予算案の作成・執行 ○ × 事務職員が担当する。 
施設管理・点検・修繕 ○ × 管理職，事務職員が担当する。 
学納金の徴収 ○ △ 教員，事務職員が担当する。学校や自治体などで，分担は異なる。 
教師の出張に関する書
類の作成 








○ △ 事務職員，教員が担当する。 
外部対応
 
家庭訪問 ○ ○ 
教員が担当する。中学校では小学校ほど行われない。生徒指導課題の
際に，個別に中学校では行われる。 





○ △ 教員が担当する。主に小学校では管理職（教頭）が担当する。 
地域住民が参加した運
営組織の運営 


















× × 保護者，指導員が担当する。 
出欠確認 ○ ○ 学級担任が担当する。 
欠席児童への連絡 ○ ○ 学級担任が担当する。 
朝のホームルーム ○ ○ 学級担任が担当する。 








成績情報管理 ○ ○ 教員が担当する。 
教材研究 ○ ○ 教員が担当する。 
教材準備（印刷や物品
の準備） 
○ ○ 補助員，事務職員，教員が担当する。 
課題のある児童生徒へ
の個別指導，補習指導 
○ ○ 教員，学習補助員が担当する。 
体験活動 ○ ○ 教員，外部講師等が担当する。 






試験監督 ○ ○ 教員が担当する。 




休み時間の指導 ○ ○ 教員が担当する。 
校内清掃指導 ○ ○ 教員が担当する。 








○ ○ 教員が担当する。 
進路指導・相談 ○ ○ 教員，外部講師が担当する 





○ ○ 教員，専門相談教諭，学校専門相談士，社会福祉士などが担当する。 
カウンセリング，心理
的なケア 
○ × 専門相談教諭，学校専門相談士，社会福祉士などが担当する。 
授業に含まれないクラ
ブ活動・部活動の指導 
○ △ 教員（主に中学，高校。希望者のみ），外部講師が担当する。 









校内巡視，安全点検 ○ × 児童生徒保護人力など，外部スタッフが担当する。 
国や地方自治体の調
査・統計への回答 
○ × 事務職員，補助員が担当する。 
文書の受付・保管 ○ × 事務職員，補助員が担当する。 
予算案の作成・執行 ○ × 事務職員が担当する。 
施設管理・点検・修繕 ○ × 事務職員が担当する。 
学納金の徴収 ○ × 事務職員が担当する。 
教師の出張に関する書
類の作成 
○ × 事務職員が担当する。 
学校広報（ウェブサイ
ト等） 
○ × 事務職員，補助員が担当する。 
児童生徒の転入・転出
関係事務 
○ × 事務職員が担当する。 
外部対応
 
家庭訪問 △ △ 原則として家庭訪問はしない。無断欠席の場合のみ教員が担当する。 
地域行事への協力 ○ △   
地域のボランティアと
の連絡調整 
○ × 教員，事務職員，補助員が担当する。 
地域住民が参加した運
営組織の運営 








象限 Ⅰ Ⅱ Ⅳ 







登下校の時間の指導・見守り ① × × × × × × △ × 
朝 ホームルーム × ○ ○ × × × ○ ○ 
体験活動 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ 
体験活動の運営・準備 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ 
給食・昼食時間の食育 ② × × × × × × ○ ○ 
校内清掃指導  ③ × × ○ × × × ○ ○ 
運動会，文化祭など ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
運動会，文化祭などの運営・準備 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
進路指導・相談 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ 
授業に含まれないクラブ活動・部活動の指導 ○ △ ○ ○ × △ ○ 〇 
外部対応に関わる業務家庭訪問 △ △ ○ △ × △ ○ △ 
地域行事への協力 ○ ○ ○ △ ○ △ △ ○ 
地域のボランティアとの連絡調整 ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ 






象限 Ⅰ Ⅱ Ⅳ 







登下校の時間の指導・見守り × × × × × × △ × 
欠席児童への連絡 × × ○ ○ × ○ ○ ○ 
朝のホームルーム × ○ ○ × × × ○ ○ 
教材購入の発注・事務処理 × × △ × × × △ × 
成績情報管理 ○ × △ ○ ○ ○ ○ ○ 
教材準備（印刷や物品の準備） ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
課題のある児童生徒への個別指導，補習指導 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
体験活動の運営・準備 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
給食・昼食時間の食育 × × × × × × ○ ○ 
休み時間の指導 ○ × ○ △ × ○ ○ ○ 
校内清掃指導 × × ○ × × × ○ ○ 
運動会，文化祭など ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
運動会，文化祭などの運営・準備 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
進路指導・相談 △ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 
健康・保健指導 × × ○ ○ ○ ○ △ ○ 
問題行動を起こした児童生徒への指導 △ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 
カウンセリング，心理的なケア × × ○ ○ ○ × △ × 
授業に含まれないクラブ活動・部活動の指導 △ × ○ △ × △ ○ △ 
児童会・生徒会指導 ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 
教室環境の整理，備品管理 ○ × △ ○ ○ ○ ○ ○ 
学校の運営に関わる業務
校内巡視，安全点検 × × ○ × × ○ △ × 
国や地方自治体の調査・統計への回答 × × △ × × ○ △ × 
文書の受付・保管 × × △ × × ○ △ × 
予算案の作成・執行 × × × × × ○ × × 
施設管理・点検・修繕 × × △ × × × × × 
学納金の徴収 × × ○ × × ○ △ × 
教師の出張に関する書類の作成 × × △ × × ○ × × 
学校広報（ウェブサイト等） × × △ × × ○ ○ × 
児童生徒の転入・転出関係事務 × × ○ × × × △ × 
外部対応に関わる業務家庭訪問 × × ○ × × × ○ △ 
地域行事への協力 ○ ○ △ × ○ × △ △ 
地域のボランティアとの連絡調整 × × △ × × ○ △ × 




































































































































































・BOTTIN Y. et al. L’aménagement des rythmes scolaires à l’école primaire, Inspection générale de




































力を示す「大学とキャリアに向けたレディネス（College and Career Readiness）」が一つの目標
として示されている。例えば，州を超えた全米の教育課程枠組みである「コモン・コア・ステイ
ト・スタンダード（the Common Core State Standards）」の開発においては，このレディネスの
基準がまず作られ，その後教科の基準が作られており，全ての教育課程の基盤となっていること





が理解できる 42。また，2015 年 12 月に改定された連邦初等中等教育法である「全ての児童生徒
が成功する法（Every Student Succeeds Act）」においても，同法が「州が高いスタンダードを設
定することによって，子供たちが，大学とキャリアへのレディネスを備えた上で高校を卒業する





















（Interstate Teacher Assessment and Support Consortium, InTASC）が開発した全米専門職基











                            
42  コ モ ン ・ コ ア ・ ス テ イ ト ・ ス タ ン ダ ー ド の ウ ェ ブ ペ ー ジ よ り （ http://www.corestandards.org/about-the-
standards/development-process/, 2016/12/26）。 











































                            











  【表１ 全米の公立学校における教職員数】 
  小学校 
（P-3,最大で 
  8学年まで） 
ミドルスクール
（4-7，最大で 






  しない学校） 
学校数 50,310 13,990 18,360 7,350 
児童生徒 23,224,490(461.6) 8,674,240(620.0) 14,995,050(816.7) 2,615,020(355.8) 
教員 1,626,800(32.3) 592,100(42.3) 961,300(52.4) 205,000(27.9) 
副校長/教頭 25,430(0.51) 16,610(1.19) 29,870(1.63) 3,940(0.54) 
指導教員，カリキュラ
ム専門家等 
38,300(0.76) 11,200(0.80) 16,800(0.92) 3,680(0.50) 
学校司書/メディア専
門家 
44,460(0.88) 13,260(0.95) 16,080(0.88) 4,760(0.65) 
カウンセラー 42,040(0.84) 23,090(1.65) 47,930(2.61) 7,850(1.07) 
看護師 46,480(0.92) 13,150(0.94) 16,200(0.88) 5,580(0.76) 
ソーシャル・ワーカー 21,030(0.42) 6,770(0.48) 9,500(0.52) 3,260(0.44) 
スクールサイコロジ
スト 
36,050(0.72) 9,800(0.70) 12,100(0.66) 3,520(0.48) 
言語療法士 62,310(1.24) 13,470(0.96) 12,060(0.66) 5,450(0.74) 
他の児童生徒支援専
門職 
44,040(0.88) 8,630(0.62) 15,680(0.85) 7,600(1.03) 
初等中等教育法に基
づく補助職 
69,150(1.37) 7,370(0.53) 7,350(0.40) 8,310(1.13) 
第二言語としての英
語教育（ESL）補助 
32,810(0.65) 7,380(0.53) 8,310(0.45) 2,130(0.29) 
特別支援教育補助 236,270(4.70) 74,450(5.32) 96,660(5.26) 30,870(4.20) 
図書・メディアセンタ
ー補助 
26,700(0.53) 7,880(0.56) 10,400(0.57) 2,460(0.33) 
他の教室補助 128,370(2.55) 13,660(0.98) 19,710(1.07) 10,520(1.43) 
学校事務職員 109,400(2.17) 44,330(3.17) 88,960(4.85) 19,650(2.67) 
食堂関係職員 194,810(3.87) 77,160(5.52) 105,930(5.77) 19,730(2.68) 
用務員とセキュリテ
ィ関係職員 
161,220(3.20) 64,260(4.59) 117,620(6.41) 24,270(3.30) 














































































































月に，教育行政に関する全米政策委員会（National Policy Board for Educational Administration, 
NPBEA）が新しい学校管理職の専門職基準を承認した。この基準は，全米教育長協議会の下に作
られた学校管理職に関する多様なステークホルダーから成る州間学校管理職コンソーシアム



















                            
48 研修については，例えばコロラド大学デンバー校の Paraprofessiona Resource and Research Centerが開発を進めている
（同センターのウェブページ http://paracenter.org, 2017/01/02）。また，補助職が児童生徒の学力向上に一定の効果がある
ことを示す研究については，Clotfelter et al. （2016）がある。 






















































































                            




















 貧困度が高い学校 貧困度が高くない学校 
幼稚園（K） 20:1 22:1 
第 1学年 20:1 24:1 
第 2学年 21:1 25:1 
第 3学年 24:1 25:1 
第 4学年 27:1 27:1 













                            







 300人以下 301-450人 451-600人 601-750人 751人以上 
校長 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
事務職員 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
事務職員補佐 0.5 1.0 1.0 2.0 2.0 
学校司書 0.5 0.5 0.5 1.0 1.0 
資格を有する教職員   0.5 0.5 0.5 
生徒指導担当教員     1.0 
































・Bitterman, A., Gray, L., and Goldring, R. (2013). Characteristics of Public and Private Elementary 
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and Secondary Schools in the United States: Results From the 2011–12 Schools and Staffing Survey 
(NCES 2013–312). National Center for Education Statistics. 
・Council of Chief State School Officers (2013). Interstate Teacher Assessment and Support Consortium 
InTASC Model Core Teaching Standards and Learning Progressions for Teachers 1.0: A Resource for 
Ongoing Teacher Development, CCSSO. 
・Clotfelter, Charles T., Hemelt, Steven W., and Ladd, Helen F. (2016). Teaching Assistants and 




・National Policy Board for Educational Administration (2015). Professional Standards for Educational 
Leaders 2015, NPBEA. 
・二宮皓「グローバル化する世界の学校を旅する」二宮皓編著『世界の学校』学事出版，8-13，2014。 
















































 そのような中，2000 年に起きたビクトリアちゃんの虐待死事件 56を契機として，貧困対策だけ
でなく，子供の福祉や健康，安全等の側面からの支援アプローチの重要性が認識され，教育と福
祉や医療等との連携・協働の必要性が強調され，行政組織及び施策全体の見直しがされることと
なった。その方向性を示した文書が 2003年の緑書『Every Child Matters』である。 
 『Every Child Matters』では，子供に関わる関係機関が連携・協働し，0～19歳の子供に関わ
る事業を行うことと，その事業により達成すべき五つの政策目標（①健康であること，②安全で
あること，③楽しい経験で目標達成すること，④社会に積極的に貢献すること，⑤経済社会での




の一つとしては，拡大学校サービス（Extended Schools / Servies）が挙げられる。これは，始業
                            
54 三好信好『イギリス公教育の歴史的構造』亜紀書房，1984 年などに公教育の成立過程について詳細に記述されている。 
55 Excellence in Cities とは労働党政権下の 1999年から，都市部及び過疎地において教育水準向上のために実施された施策
である。この施策の一つとして実施されたものが学習支援員（Learning Mentors）である。58地域の約 1,300校の初等学校，
3,600校の中等学校が参加した。その結果，学力向上などの成果があったと指摘されている。 
DfES, Excellence in Cities : The National Evaluation of Policy to Raise Standards in Urban Schools  
2000-2003, 2005 
Ofsted, Excellence in Cities and Education Action Zones : management and impact, 2003  
56 2000 年に起きた事件。8 歳のビクトリアちゃんが叔母とその同居者により虐待を受けて死亡した事件。政府はこの事件を重
く受け止め，議会の中に調査委員会を設けて事件が起こった背景や要因を分析し，今後の対策等について検討が行われた。そ
の結果，介入の遅れ，制度の機能不全，情報共有の不足，責任所在の不明確さなどが課題として指摘された。 
Chairman Lord Laming, The Victoria Climbie Inquiry, 2003 January 
57 2002年教育法（Education Act 2002）により学校は子供たちの安全を守る場であることが規定された。そして 2004年子供法










2005 年から制度化されたこの制度は 2010 年までに 100％の学校で実施されることが目指された
58。 
 2010 年に発足した連立政権，そして 2015 年からの保守党政権下においても，このような方向
性は維持されている。ただ政府が主導的に実施してきた労働党政権時代とは異なり，地方自治体
や学校に実施の判断や予算配分等の責任が委譲されたことにより，実施状況や活動内容には差が





























                            
58 約 90％の学校が何らかの活動を提供しており，3 分の 2 の学校がフルスペックの活動（保育，多様な活動，保護者支援，地
域開放，専門家支援）を提供していることが明らかとなっている。 
DfE, Extended Service Evaluation : end of year one report, 2010 






































                            
60 公営独立学校であるアカデミー（academy）とフリースクール（free school）では，正規教員免許がなくても教壇に立つこ
とができるという自由裁量権を持っている。 






















  ○学習支援（Learning Support Staff） 
：教室で教員と活動し，生徒の学習を支援する人 
：Teaching Assistants，Higher Level Teaching Assistants，Foundation stage teaching 
 assistant，Nursery nurse，Cover supervisor など  
○事務（Administrative Staff） 
  ：学校全体の支援活動を行う人 
 ：Administrator，Administration assistants，Secretary，School business 
manager，Examination officers など 
○福祉及び児童生徒支援（Welfare and pupil support） 
 ：休憩時間，ランチタイム，学校外の時間など教室以外での生徒の福祉に関する支援を行
う人 
 ：Learning mentors，Midday supervisor，Play worker，Careers advisers，School  
nurses，Parent support adviser など 
○Specialist and Technical Staff 
 ：教授学習の資源の運用に関する支援を行う人 
 ：Librarians and library staff，Information and Communication Technology  
staff，Design and technology technician，Food technician，Science  
technician，Sports technician など 
○Site Staff 
：学校の環境を整理整頓し，安全にする人，昼食を用意する人 




職業資格と関連させる形で整備されてきた。2007年に Teaching Development Agency（TDA）
195 
が 69 項目のユニットで構成される「教授学習支援を行うための全国職業水準（The National 





 また，「職業資格枠組み（Qualification and Credit Framework）」と連動する形で，職員の
職業資格取得の枠組みも策定された。職員は，レベル 2～レベル 3 の資格として次の七つの資格
が規定された。七つの資格ごとに従事可能な職務内容や求められる資質能力が規定されている。 
 
 ①学校での支援活動の Level 2 Award 
 ②学校での教授学習に対する支援活動の Level 2 Certificate 
 ③学校での広範な教育課程に対する支援活動の Level 2 Certificate 
 ④学校での教授学習に対する支援活動の Level 3 Award 
  ⑤学校での教授学習に対する支援活動の Level 3 Certificate 
 ⑥学校での生徒指導における補助活動の Level 3 Certificate 
























                            





















































（出典）Raising Standards and tackling workload : a national agreementより筆者作成 
 
 2003 年に，職員の拡充整備策を含む取組が記載された協約「Raising standards and tackling 
workload : a national agreement」が関係者間で締結された 63。協約に盛り込まれた様々な施策
64は 2003 年～2005 年にかけて段階的に実施された。職員数も着実に量的拡大が図られ，2015 年
11月現在では，教職員数の約 52％の割合を職員が占めている 65。 
 学校においては，地方自治体が規定する労働契約の内容に基づいて，職務内容を明確にして職











・ウェールズ地方議会（Welsh Assembly Government） 
＊校長会関係 
・National Association of Headteachers（NAHT，初等学校長等が中心） 
・Secondary Heads' Association（SHA，中等学校長等が中心，現在は ASCL:Association  
of School and College Leaders） 
＊教員組合関係（最大の教員組合の NUTは署名しなかった） 
・Association of Teachers and Lectures（ATL） 
・National Association of Schoolmasters Union of Women Teachers（NASUWT） 
・National Employers' Organisation for School Teachers（NEOST） 
・Professional Association of Teachers（PAT） 
＊その他の労働組合関係 
・GMB，Transport and General Workers' Union（TGWU） 
・UNISON 
64 代表的な施策としては，教員がしなくてよい業務（25項目）の実施，授業の計画，準備，評価の時間（Planning, Preparation 
and Assessment Time. PPA time）の導入，リーダーシップと経営のための時間（Leadership and Management Time，2005年 1
月からは「Dedicated Headship Time」に改称）の導入，教員を支援するための職員の拡充整備などによる教員の業務軽減策が
盛り込まれた。 
65 DfE, School Workforce in England : November 2015, June 2016 
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【図２ Barnetの補助教員（レベル 2）の労働契約】 



















































































































































（出典）School Business Managers Association のＨＰより引用 
 
また，事務長の専門職としての質的管理を職業団体として行い，研修等を提供する全国組織と








 1997 年に「全国校長専門職資格（National Professional Qualification for Headship, NPQH）
が導入されて以降，校長の専門職基準と養成・研修のプログラムの連動が図られて整備されてき
た。具体的には，校長資格としての NPQH の導入に合わせて，任用後の新人校長研修（The 
Leadership and Management Programme for New Headteachers, HEADLAMP），現職校長研
修（The Leadership Programme for Serving Headteahers, LPSH）という管理職の資格枠組み
を導入し，養成，研修の充実を図った。 
                            
66 NCTLが Certificate of School Business Management，Diploma of School Business Management，Advanced Diploma of 
School Business Management等の研修プログラムを提供している。 
200 
 そして，管理職の資質・能力向上と質の管理を行うために，2000年に全国スクールリーダーカ
レッジ（National College for School Leadersihp, NCSL，現在は，National College for Teaching 
and Leadreship, NCTL）が創設された。2004年には，NPQH を校長の資格要件に（2009年まで
に取得を義務化，2010 年に義務化を解除）し，校長の資質・能力の向上が目指された。 
 さらに，2012年には，管理職の資格枠組みを改訂し，NPQH の下に新たに，シニアリーダー養
成のための専門職資格（National Professional Qualification for Senior Leadership, NPQSL），
ミドルリーダー養成のための専門職資格（National Professional Qualification for Middle 
Leadership, NPQML）を制定し，段階的に校長を養成する仕組みを構築している。 




【表４ 管理職の資格プログラムの中での 3領域 16コンピテンシー】 

























 2015 年にこの校長の専門職基準を改定し，「National Standards of Excellence for 
Headteachers」を策定した。この基準では，①質と能力に関すること，②児童生徒と教職員に関
すること，③システムとプロセスに関すること，④自己改善型学校システムに関することという





























【図５ Whitings Hill Primary Schoolにおける教職員】 





















 1998 年に当時の教育雇用省が『回状 2/98』を発表し，教員がしなくてもよい業務（25 項目）
を取りまとめた。そして 2001 年 3 月にプライスヴォーターハウスクーパーズ社と教育技能省，
教員組合，校長会等との共同研究が行われ，教員の勤務実態調査と業務軽減のための学校職員の
















































































そしてこの内容を受け，2003 年 1月「Raising Standards and tackling workload : a national 
agreement」が教育雇用省(当時)，校長会，教員組合等との間で締結され，学校職員の拡充整備
等の教員の業務軽減策が動き始めたのである。2003 年から 2005 年にかけて段階的に実施された
が，この間，協約の中に盛り込まれた施策の実施状況と成果を検証する組織として政府内に「The 
Workforce Agreement Monitoring Group」が設置され，実施状況の検証を行った。また，政府内














証が行われてきている。例えば，教育水準局（Ofsted）が 2003 年～2009 年までの状況について
まとめた報告書（Workforce reform : has it made a difference? An evaluation of changes made 
                            
67 PPA timeとは Planning Preparation Assessment timeである。2005年 9 月から導入された。教員が授業の企画，準備，評
価を行うための時間である。学校は教員の勤務時間の 1割をこの時間として保障することが義務づけられている。 
203 
to the school workforce 2003-2009, 2010）などがある。しかし最も代表的なものは，全国規模で
実証研究が行われた「Deployment and Impact of Support Staff (DISS) Project」（以下，DISS
と略す）である。 




タ収集整理が行われ，第 2期（2009年）は，multi-method approach と multi informant approach
を用いた分析が行われた。 
 その結果は，複数の報告書，論文及び書籍として公表されている 68。それらの内容は膨大なも
のであるが，2009 年にまとめられた報告書（Deployment and Impact of Support Staff Project, 










                            
68 http://maximisingtas.co.uk/research/the-diss-project.php（2017年 1月 14日確認） 
  調査研究の報告書としては次のものが発表されている。 
  ・The deployment and impact of support staff project (2009) 
・The impact of support staff in schools. Strand 2 Wave 2 (2009) 
・Characteristics, working conditions, job satisfaction and impact of workforce remodelling. Findings from the 
Strand 1, Waves 1-3 surveys (2009). 
・The deployment and impact of support staff in schools and the impact of The National Agreement. Strand 2 
Wave 1 report (2008). 
・The deployment and impact of support staff. Findings from the Strand 1 Wave 2 survey (2007). 
・The deployment and impact of support staff. Findings from the Strand 1 Wave 1 survey (2006). 
  調査研究メンバーが執筆した主要論文としては次のものがある。 
  ・Blatchford, P., Bassett, P., Brown, P., Martin, C., Russell, A. and Webster, R. (2011) The impact of support 
staff on pupils’ ‘positive approaches to learning’ and their academic progress, British Educational 
Research Journal, 37(3) pp. 443-464 
・Radford, J., Blatchford, P. and Webster, R. (2011) Opening up and closing down: Comparing teacher and TA 
talk in mathematics lessons, Learning and Instruction, 21(5) pp. 625-635 
・Webster, R., Blatchford, P., Bassett, P., Brown, P., Martin, C. and Russell, A. (2011) The wider pedagogical 
role of teaching assistants, School Leadership and Management, 31(1) pp. 3-20 
・Rubie-Davies, C., Blatchford, P., Webster, R., Koutsoubou, M. and Bassett, P. (2010) Enhancing learning?: A 
comparison of teacher and teaching assistant interactions with pupils, School Effectiveness and School 
Improvement, 21(4) pp. 429-449 
・Webster, R., Blatchford, P., Bassett, P., Brown, P., Martin, C. and Russell, A. (2010) Double standards and 
first principles: Framing teaching assistant support for pupils with special educational needs, European 
Journal of Special Needs Education, 25(4) pp. 319-336 
・Blatchford, P., Bassett, P., Brown, P. and Webster, R. (2009) The effect of support staff on pupil engagement 
and individual attention. British Educational Research Journal, 35(5) pp. 661-686 
  調査研究の成果は次の 2冊の書籍にまとめられている。 
  ・Peter Blatchford, Reassessing the Impact of Teaching Assistants : How research  
challenges practice and policy, Routledge, 2012 
  ・Anthony Russell, Rob Webster and Peter Blatchford, Maximising the Impact of Teaching Assistants : Guidance 














・DfES, Teacher Workload Study, 2001 
・DCSF, Every Child Matters, 2003 
・DCSF, Five Years Strategy for Children and Learners, 2004 
・DCSF, National Standards for Headteachers, 2004 
・TDA, The National occupational standards for supporting teaching and learning in schools, 2007 
・Raising standards and tackling workload : a national agreement, 2003 
・DfE, Teacher Standards. 2011 
・DfE, National Standards of Excellence for Headteachers, 2015 
・Peter Blatchford, Reassessing the Impact of Teaching Assistants : How research challenges practice and 
policy, Routledge, 2012 
・Anthony Russell, Rob Webster and Peter Blatchford, Maximising the Impact of Teaching Assistants : 
Guidance for school Leaders and Teachers, Routledge, 2013 


































































【図 1 国及び北京市・上海市の教育行政系統】 
                                                 
                            （国レベル） 
（各人民政府レベル） 国務院     （所管の主たる学校）                        
＜中央レベル＞ 
       （専門教育を所管） 
教 育 部  






                             （北京市・上海市）  






















     ［同上］  
＜地区レベル＞    
       
 
＜県レベル＞ 






















































 2010 年 10 月に中央機構編制委員会弁公室・教育部・財政部が公表した「初等中等教育機関の
教職員編成基準の制定に関する意見」によると，教職員は教員，事務職員，教員補助員，労働勤




















                            



















類型 教職員と幼児 保育・教育人員と幼児 
全日制 1：5～1：7 1：7～1：9 







専任教員 保育員 専任教員 保育員 
年少クラス（3～4才） 20～25人 
    2名    1名 






























































































                            
70 文部科学省「諸外国の教員」2006年，P.222。 

























              
          
 
 
    
 






    




           












    





    






                            







































































      


































学校種別 地域別 教職員と児童生徒の比 
高級中学 
都 市  1：12.5 
県・鎮 1：13 
農 村  1：13.5 
初級中学 
都 市  1：13.5 
県・鎮 1：16 
農 村 1：18 
小学校 
都 市 1：19 
県・鎮 1：21 




成基準の制定に関する意見」（2001年 10月 8日） 
 










 都 市  3.6～4   0.6～1  
高級中学 県・鎮 45～50  3.5～3.8 3  0.5～0.8 
 農 村   3.3～3.7   0.3～0.7 
 都 市    3.3～3.7  0.6～1  
初級中学 県・鎮 45～50  2.8～3.1 2.7  0.1～0.4 
 農 村   2.5～2.8  0.1 







県・鎮  1.9～2.1  0.1～0.3 



















































                            
73 上海市東遼陽中学にて聞き取り，2016年 3月 15日。 
74 上海市閘北田家炳小学校での聞き取り，2016年 3月 16日。 
75 北京市海淀区中関村第一小学での聞き取り，2015年 3月 3 日。 





・国立教育政策研究所「第 5章 中国」『Co-teaching スタッフや外部人材を生かした学校組織開発と教職員組織
の在り方に関する総合的研究（外国研究班）最終報告書』，67-86，2013。 

























































単位：人   
学級規模 
職位     
19～24学級 25～34学級 35学級以上 
中国共産党支部書記 1 1 1～2 
校長 2 2～3 3～4 
校務事務室 1 1 1 
教育指導主任 1 2 2 
政治教育主任 1 1 1 
総務主任 1～2 2 2 
人事幹部 1 1 1 
 
表２：小学校の管理職等の編制表 
単位：人   
      学級規模 
職位 
7～18学級 19～24学級 25～34学級 35学級以上 
中国共産党支部書記 1 1 1 1 
校長 1 1～2 2 2 
校務事務室主任  1 1 1 
教育指導主任 1～2 2 2 2 
事務 1 1 1 1 
 
表３：幼稚園の管理職の編制表    
     単位：人         
       学級規模 
職位 
8学級以下 9学級以上 












2.2 1.6 3.8 
地域のモデルとなる幼稚園 2.5 1.8 4.3 










高級中学 28～35／45 2.8 1.4 4.2 
重点高級中学 30～35／45 3.2 1.4 4.6 
中等職業教育機関 35／40 3.2 1.4 5.0 
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表５：コンピュータ，図書等の教育設備の人員に関する編制表 





幼稚園  1 1 
小学校 2 1 3 
初級中学 3 2 5 
完全中学 5 2 7 
重点中学 6 3 9 
［上海姿勢やすくウェブサイト「上海姿勢やすく教育局が「静安区教育単位の編成基準を定めることに







































 国際学力調査 TIMSS や PISA などで常に上位を占めてきたシンガポールでは，国の人的資源
を最大限に活かすべく教育省に充てられる歳出予算は毎年国防省に次ぐ全体の 2割以上を占めて
おり，「教育」が重要な国家政策であることを物語っている。 
さらに，1998 年から始まった「優秀教師大統領賞（President’s Award for Teachers）」や翌年
の 1999 年から加わった若手教員を対象とした「傑出教育青年賞（Outstanding Youth in 
Education Award）」の付与，又は 2011年に教育大臣に着任したばかりのヘン・スウィーキート
















グ制度や同年齢層のトップ 1％を対象とし小学校 4 年生から始まる英才教育プログラム（Gifted 
Education Programme）などがその最たる証左であろう。加えて，多様性（Diversity）と柔軟性
（Flexibility）という新しい教育方針の二つのキーワードのもとで，中学校修了試験を免除する
統合プログラム（Integrated Programme）を実施する中高一貫校の増加，あるいは NUS High 
School of Mathematics and Science（NUS＝National University of Singapore，シンガポール





させる 2年制高校 Junior College（JC）と 3年制高校の Central Institute（CI），若しくは卒業
後の就職を前提とする 3年制のポリテクニック及び 2年制の技術教育校（Institute of Technical 





げる「望ましい生徒像」77 及び「学校教育の目標」78 に集約される。 
 
 望ましい生徒像 
・a confident person：自信のある者 
・a self-directed learner：自発的な学習者 
・an active contributor：積極的な貢献者 
・a concerned citizen：公的意識のある市民 
 
 学校教育の目標 
...we prepare the next generation of Singaporeans for the future. This is a future that brings 
tremendous opportunity, especially in Asia, but it will also bring many changes that we cannot 
foresee today. The task of our schools and tertiary institutions is to give our young the chance 
to develop the skills, character and values that will enable them to continue to do well and to 
























 国立教育学院における大卒者のための教職課程の期間は，2016年 12月期生から 14週間にわた
                            
77 https://www.moe.gov.sg/education/education-system/desired-outcomes-of-education 
（2017年 1月 5日にアクセス） 
78 https://www.moe.gov.sg/education/education-system（2017年 1月 5日にアクセス） 










教員の校務負担を軽減するために，協同教育者スキーム（The Allied Educators Scheme）が導
入されたのは 2009 年 1 月のことである。それまでにもシンガポールの学校にはスクールカウン





   
【表１ 協同教育者（AED）の職種，職務内容，採用条件，キャリア形成及び研修課程】 
 
職種 ① 進学とキャリアガイダンスカウンセラー81  























職種 ③ 協同教育者（教授・学習）AED (Teaching and Learning) 
主な職務内容 学級経営や学習指導など教員の仕事へのサポート 
                            
80 これまでの訓練期間は 10週間にわたる学校での教育実習を含む 12か月であった。 





・受講後に 1 年以上の勤務が条件 
キャリア形成 基本的に契約制ではあるものの，仕事で優れた能力を発揮した者は正規教員への
昇級も可能 









・受講後に 2 年以上の勤務が条件 
キャリア形成 基本的に契約制ではあるものの，仕事で優れた能力を発揮した者は学校でのキャ
リアアップ若しくは教育省本部の管理職への昇級も可能 






















出所：シンガポール教育省の HP 資料：https://www.moe.gov.sg/careers/allied-educators 及び 
https://www.moe.gov.sg/careers/executive-administrative/moe-schools/education-and-career-guidance-














































                            
















出所：シンガポール教育省の HP 資料：https://www.moe.gov.sg/careers/teach/career-information 
（2017年 1月 5日にアクセス）より筆者が和訳・作成 
 
 さらに，シンガポールでは，各学校教育段階の「出口」に必ず，小学校修了試験（Primary School 


















シンガポール 36.8％ 31.5％ 66.3％ 69.7％ 
日本  7.0％ 9.1％ 17.5％ 26.2％ 
参加国平均 39.0％ 29.5％ 36.9％ 46.7％ 

























































在籍児童生徒 231,933   166,573   37,010   19,181   454,697   
# 教員 14,566   13,467   3,056   2,016   33,105   
副校長 296   286   49   26   657   
校長 190   156   16   16   378   
* 教育パートナー 3,062   3,430   945   328   7,765   
出所：Education Statistics Digest 2016, Ministry of Education, Singapore より筆者が和訳・作成 
＃：教員の人数は，2015 年現在，教育省本部で働いている者（1,257 名），産休・育休などで休職中の者（1,068
名），他機関へ出向中の者（242 名）及び国立教育学院で勉学中の者（313名）を除く。 




















    小学校    中学校 
教員一人当たり児童数 平均学級規模 教員一人当たり生徒数 平均学級規模 
シンガポール 16.5 33.6 12.5 34.7 
日本 17.1 27.4 13.8 32.5 
OECD平均 15.1 21.1 13.0 23.1 
出所：シンガポール ～ Education Statistics Digest 2015 (ESD2015), Ministry of Education 
日本と OECD ～ Education at a Glance 2016, OECD 
注： ① 2014 年における日本及び OECD の数字と比較するため，シンガポールのデータは ESD2016 ではなく
その一年前の ESD2015 を使用した。 
     ② シンガポールの数字には，表 4に示された教育パートナーの人数は計算に含まれていない。 
 





























シンガポール 15.0  7.8 82.1 67.6 
日本 40.6 42.9 58.1 28.1 
参加国平均 22.3 12.4 77.6 30.9 
出所：OECD 国際教員指導環境調査（TALIS 2013） 
 


















小学校は 5年制で，わが国の小学校よりも 1年短い。標準年齢でいうと 6～10歳の児童を対象
とする。中等学校のうち前期中等教育を担うのは 4 年制のコレージュで，通常 11～14 歳の生徒
を対象とする。コレージュの修了は「前期中等教育修了国家免状」の取得により認定される。こ
の国家資格を取得しなければ無資格のまま学校教育を終えることになる。 
初等学校と中等学校は学校数が大きく異なる。2012 年度でみると，公立小学校が 3万 2237校
（私立小学校は 5142 校）であるのに対し，公立コレージュは 5274 校（私立コレージュは 1777
校）である。また，小学校のうち 10学級以下の学校が全体の 85％を占めており，全校で 1～2学
級の学校も 2割以上あるなど，わが国と比較すると総じて小規模である。公立小学校は市町村の
生活の中心であり（La Cour des comptes 2008:1），それが≪la Communale≫（意訳すれば「お
らが学校」であろうか）と呼ばれていることからもその象徴的位置付けをうかがうことができる
































































（年 288 時間），「数学」（年 180時間），「体育」（年 108時間），「外国語」（年 54時間），「実験科
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学技術」（年 78時間），「人文的教養（歴史・地理・道徳公民）」（年 78時間），「人文的教養（芸術・
芸術史）」（年 78 時間）で編成されている。週当たり授業時数は，「フランス語」8 時間，「数学」
5時間，その他教科の合計 11時間と定められている。 
 日本の中学校 2年生に相当するフランスの中学校 3年生（quatrième）の時間割は，「フランス
語」（週 4時間），「数学」（週 3.5時間），「第一外国語」（週 3時間），「第二外国語又は地域語」（週
3時間），「歴史・地理・道徳公民」（週 3時間），「科学技術（生物・地学）」（週 1.5時間），「科学
技術（物理・科学）」（週 1.5時間），「科学技術（技術）」（週 1.5時間），「芸術（造形）」（週 1時
間），「芸術（音楽）」（週 1時間），「体育」（週 3時間），「発見過程」（週 2時間），「学級生活の時



























































未然防止 発見 対応 組織的取組 



























































にある。制度設立当初の 2003 年度には全国で 2 万 2,000 人が雇用されたが，7 年後の 2010 年度
には 6万 8,321 人に増加し， 2015年度には 7万 4,494 人に増加している（Annexe au PLF2017, 
p.157）。 














れている。教育補助員の経費は，「学校生活及び責任教育（Vie scolaire et éducation à la 
responsabilité）」と呼ばれるアクションに含まれる。このアクションは，プログラム「児童生徒
の生活（Vie de l’élève）」を構成する 6のアクションの一つである。さらに，このプログラムは，





















 指標 1・1：児童生徒の怠学率（taux d’absentéisme） 
 指標 1・2：重大暴力行為の通報率 
 指標 1・3：高校生の「高校生活代表委員会」選挙における投票率 
目標 2：児童生徒の健康を増進し，その生活の質の改善に資する 
 指標 2・1：6歳児検診の受診率 
 指標 2・2：中学校最終学年在学者の学校生活に対する意識 



















・BOTTIN Y. et al. L’aménagement des rythmes scolaires à l’école primaire, Inspection générale de 
de l’éducation nationale, no 2000-01, 2000. 
・Duhamel, M. et al., L’évolution du réseau des écoles primaries, Rapport à le ministre de l’ 
Éducation nationale, no 03-028, 2003. 


























































































































監督の下に置かれる」（第 7 条 1 項）という，19 世紀以来の「国家の学校監督(staatliche 
Schulaufsicht)」と呼ばれる国家的権能の伝統を引き継いだ。しかし戦後の基本法は同時に，「親








































【表１ 第 4学年の時間割（例）】 



































体育 合唱  
6 
13:00-13:45 
 宗教    
7 
14:00-14:45 
   英語  
8 
15:00-15:45 

















                            
83 学校会議(Schulkonferenz)等の場での共同決定による場合が一般的である。 
84 実際に，学校の HP を比較してみると，教育課程の理念的な特徴だけではなく，公立学校であっても，「モンテッソリ教育」
等の改革教育学運動の理念を取り込んだユニークな教育課程編成が見られる。 
85 ドイツ南部のバーデン＝ヴュルテンベルク州にあるペーター・ヘルトリング基礎学校(Peter-Härtling-Schule Hülben)の例。
http://www.peter-haertling-schule-huelben.de/［最終アクセス 2016年 12月 14日］ 
86 南西部のラインラント＝プファルツ州にあるエルンスト・ブロッホ統合型総合制学校(Itegrierten Gesamtschule Ernst 
Bloch in Ludwigshafen-Oggersheim) の 例 （ 義 務 的 終 日 制 ） で あ る 。 http://www.igs-
ernstbloch.de/Konzept/StundenplanKlasse8.htm［最終アクセス 2016年 12月 16日］ 
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【表２ 第 8学年の時間割（例）】 




































































  体育 労働科 
10 
15:15-16:00 



































































































































































































































93 ドイツ西部のノルトライン＝ヴェストファーレン州にあるホルヴァイデ統合型総合制学校(Integrierte Gesamtschule 





































































ある。Hans-Günter Rolff(2006), Schnittstellemanagement in Bildungsnetzwerken, In: Bettina Suthues (2006), S.25, 
26. Martina Soddemann(2006), Die Vereinbarung eines Zielsystems für die Bildungsregion Kreis Herford in einem 






び中等教育段階 I（第 9ないし 10学年まで）の学校数で見ると 2015/2016年で 64.6％（2002/2003





























                            
98 なお，従来，分岐型学校種を統合した学校形態である総合制学校(Gesamtschule)の設置（1970年代以降）にともない，学校
に教員以外の多様な職種が配置される萌芽はあった。 
99  Bundesministerium für Bildung und Forschung, “Neue KMK-Statistik für Ganztagsschulen 2015/2016”, 
http://www.ganztagsschulen.org/de/19001.php［最終アクセス 2017年 1月 4日］ 
100 前原健二(2016)「新たな学校像における教育の専門性(1) －担い手(スタッフ)に着目して－：ドイツの事例から」（2016年
6月 12日・日本教育経営学会課題研究「日本型教育経営システムの有効性に関する研究」発表資料）に詳しい。 
101 Nerowski (2015), S.11-14. 
102 Ebd., S.21-22. 
103 これまでの筆者の現地調査からも，多様なスタッフからみて連携の難しさを指摘する声がしばしば聞かれている。一例とし





















・Hermann Avenarius, Hans-Peter Füssel (2010), Schulrecht, 8. Aufl., Carl Link. 
・Bettina Suthues (Hrsg.)(2006), Kommunales Bildungsmanagement und Netzwerkgestaltung; Potenziale 
und Herausforderungen, Transferagentur Kommunales Bildungsmanagement, Institut für soziale Arbeit 
e.V. 
・Christian Nerowski (2015), Die Grenze der Schule; Eine handlungstheoretische Präzisierung, Beltz Juventa, 
Wenheim und Basel 
・Herbert Buchen, Hans-Günter Rolff (Hrsg.)(2006). Professionswissen Schulleitung. Weinheim und Basel: 
Beltz. 
・ KMK(2004:2014): Standards für die Lehrerbildung; Bildungswissenschaften; Beschluss der 















































































































（「初等中等教育法」第 20 条，2012 年 3月 21日改正） 
 
教員の勤務時間は，給食時間を含む 8時間で，始業及び終業時間は学校ごとに定められるが，


















 また，「初等中等教育法施行令」第 36 条の 5 は，学級担任教師の職務について，「学級を運営
し，学級に所属する児童生徒に対する教育活動とその他関連する相談及び生活指導を担当する」





 専門相談教諭は，「初等中等教育法」第 19条の 2が定める教員資格の一種で，実際に学校現場










































認するようにする」（第 14 条第 3項），「児童生徒の肉体的・精神的な保護と学校暴力予防のため
                            
107 キム・ヒジョン他『専門相談教諭養成及び能力開発のための標準教育課程の開発研究』（2014年教育部政策研究），10，2015。 
108 教育科学技術部「2010年初等中等進路教育の施行計画」，6，2010年 2月。 
109 教育科学技術部「進路進学相談教諭の配置及び運営指針」，3-4，2011年 2月。 
110 松本麻人「韓国におけるいじめ対策－政府の取組の特徴と課題－」『比較教育学研究第 47号』第 47号，52-53，2013。 
248 
の教育（学校暴力の概念や実態，対処方法を含まなければならない）を毎学期 1回以上実施しな
































は，児童生徒保護人力の配置支援を行っており，2016年度は 743校（初等学校 39校，中学校 382
校，高校 293 校，特別支援学校 29 校）を対象に 77 億 5,280 万ウォン（約 7 億 7,530 万円，1 校
当たり 100 万円程度）を支援する計画である。中学校と特別支援学校はほぼ 100％，高校も約 90％
の学校が配置支援を受けている。ソウル市内のある中学校は，児童生徒保護人力について次のよ
うな計画を定めている。 
                            
111 教育部「学校暴力事案処理ガイドライン」，26，2014年 12 月。 
112 同上書，17，21，26，36。 
113 教育部「児童生徒保護及び学校安全標準ガイドライン」，30-42，2014年 1月。 
















学校数 5,978校 3,204校 2,344校
児童生徒数 2,714,610人 1,585,951人 1,788,266人  
 
【表２ 専門人材の配置状況（2015年）】 

































在，全国に 6,240 か所設置され，専門相談教諭（あるいは「学校専門相談士」）1名が常駐する 116。 
 また近年は，「代案教室」と呼ばれる「居場所」の設置が拡大している。代案教室は，学校内で
オルタナティブ教育（韓国語では「代案教育」）を提供する場として 2013年に導入され，2014年
































校長の任期は，4 年で，1 回に限って再任可能である（「教育公務員法」第 29 条の 2）。校長を
                            
116 イム・ウンミ「学校相談での連携過程に対する相談者の経験」『Asian Journal of Education』 第 15号第 1 巻，219，2014。 













































































































       広域自治体別の公立小学校生徒数÷地域群別教員一人当たりの生徒数 
（参考 2）地域群別教員一人当たりの生徒数の計算式 
       教員一人当たりの全国平均生徒数＋当該広域自治体が属する地域群の補正
指数 
（参考 3）教員一人当たりの全国平均生徒数の計算式 
       前年度 4月 1日基準の全公立小学校生徒数÷公立小学校教員の全定員 
  （参考 4）地域群別の補正指数 
 





































 地方公務員である行政職員の定員は，各広域市・道教育庁が定める。例えば，2016年 8月 1日
付で改正された「ソウル特別市教育監所属の地方公務員定員規定」の定めによると，ソウル市教
































中学校司書 － － 273名 － － － － 273名
教育実務士（司書） － 536名 － － － － － 536名
教育実務士（実習） － － － 105名 － 17名 － 122名
旧保護者会職員
事務行政実務士（学校）
事務行政実務士（行政機関） － － － － － － 4名 4名
特別支援教育実務士 90名 347名 149名 87名 109名 － － 782名
学童保育従事者 － 1,435名 － － － － － 1,435名
特別支援エドュケア講師 20名 － － － 60名 － － 80名
幼稚園エドュケア講師 744名 － － － － － － 744名
栄養士 10名 76名 217名 102名 － － 3名 408名
調理師 10名 558名 272名 － 8名 － 3名 851名
調理員 10名 2,506名 1,284名 － 13名 － 15名 3,828名
専門相談士（学校） － 93名 145名 76名 － 7名 － 321名
専門相談士（Weeセンター） － － － － － － 80名 80名
専門相談士（行政機関） － － － － － － 8名 8名
地域社会教育専門家 － 157名 110名 － － － － 267名
幼児教育福祉専門家 11名 － － － － － － 11名
プロジェクト調整担当 － － － － － － 23名 23名
幼児教育士 － － － － － － 12名 12名
修練指導士 － － － － － － 69名 69名
特別支援教育支援
センター専従者
－ － － － － － 40名 40名
保護者相談士 － － － － － － 2名 2名
合　計 1,193名 7,944名 3,752名 992名 206名 30名 270名 14,387名
11名 3,714名
－ － 483名 294名 － － － 777名
298名 2,236名 819名 328名 16名 6名
 










・イ・ガンヒョン「学級当たりの児童生徒数予測に基づく教育財政効率化方法の研究」『韓国教育』第 32 巻第 2
号，81-105，2005。 




















研究代表者：葉養正明），国立教育政策研究所，87-101，2013 年 3 月。 
・松本麻人「韓国におけるいじめ対策－政府の取組の特徴と課題－」『比較教育学研究第 47 号』第 47号，52-53，
2013。 
・松本麻人「韓国における中学校「自由学期制」の導入－キャリア教育振興のための制度的枠組みの形成－」『教
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